
キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）

他の分野の技術者の参加 平成21年度より実施している「e-サイエンス実現のためのシステム統合・連携ソフ
トウェアの研究開発プログラム」において、開発するソフトウェアを様々な分野の
研究者及び産業界へ普及させるべく、計算物理や計算科学などの利用者、計算機科
学者の意見・ニーズを集約して研究開発に反映。【文部科学省】

システムソフトウェア開発については、海洋物理学やプラズマ物理学など広範囲の
計算科学研究者の協力を得て、新しいプログラミング支援環境の設計を進めてお
り、海洋シミュレーションを例題として、新しいプログラミング支援環境として必
要な機能を洗い出した。
グリッドミドルウェア開発については、ミドルウェア研究者とアプリケーション研
究者が研究分野の壁を越えて連携することで、より実践的な研究成果をあげること
を実現するために、大学の情報基盤センター等と連携し、ミドルウェアの実証評価
基盤の構築および学内のアプリケーションユーザの開拓に着手している。2008年10
月より、情報基盤センターと連携して実証評価基盤構築に向けた予備評価に着手し
ている。）

e-サイエンス実現のためのシス
テム統合・連携ソフトウェアの
研究開発プログラム（2008年度
～2012年度）

経済産業省に設置されたロボット政策研究会の報告書（2006年5月）における提言
を受け、事業者・研究者・技術者・政策決定者の連携を強め、実社会で活躍するＲ
Ｔ（ロボットテクノロジー）の開発と、これを活用したソリューションビジネスの
開拓を促進することにより、ＲＴ開発の成果を社会に還元するため2006年12月に民
間主導により発足。【経済産業省】

部会活動により、技術交流、環境整備などの活動を行っている。業界の自主基準で
ある「サービスロボットの運用が可能なエレベータの検査運用指針」の制定や、
サービスロボット普及の実用化に不可欠な保険引き受けメニューについての指針の
整理等を実施。

公的機関の「情報システムに係る政府調達の基本指針」による調達を実効あるもの
とするため、公的機関に対してオープンな標準の普及・拡充を図る。このため、多
くの標準技術の中から公的機関の採用に適した技術標準を抽出したガイドライン及
び技術参照モデル(TRM)等の策定と、適合性評価のためのテストベッドの構築を行
う。【経済産業省】

TRMについては、パブリックコメントを経てその意見の反映を終了。公表に向け準
備中。また、適合性評価のためのテストベッド構築については、その評価基準策定
のための検討会を平成20年10月に（独）情報処理推進機構に設置し、基準づくりに
向けた検討を開始。

オープンソフトウェア利用促進
事業（２００３年度～２０１０
年度）

テストベッドの構築・活用

分野別推進戦略「推進方策（総論）」に関する各府省の取組状況
①     研究開発と人材育成を一体化して行う新たな産学官連携のあり方

産学連携に向けて、技術移転、人材育成と供給までを含めた環境整備や拠点整備と一体的な研究開発施策の展開

(a) 技術交流の場の形成

「情報大航海プロジェクト」では、開発した技術を共通化・汎用化し、オープンに
する事で誰もが利活用できる基盤（コラボレーションプラットフォーム：CP）の構
築について検討を実施。【経済産業省】

平成１９年度は、開発した技術等を公開するための場としてコラボレーションプ
ラットフォーム及び研究開発素材となるコンテンツを整備した。平成２０年度は、
誰もが利活用出来るようCPの改良を行うとともに、運用方策を策定。

情報大航海プロジェクト（2007
年度～2009年度）

ユビキタスネットワーク時代に向け、ネットワーク関連技術の一層の高度化や多彩
なアプリケーションの創出に資するため、全国の主要拠点を結んだ、超高速・高機
能なテストベッドネットワークを基盤とする研究開発環境を構築し、先端的な情報
通信技術の研究開発を行うとともに、地域の産学官連携による研究開発や技術の実
用化に向けたユーザ参加型の実証実験等を促進する。【総務省】

情報通信研究機構において、最先端の研究開発テストベッドネットワーク
（JGN2plus）を情報通信の研究目的のために広く開放し、地域の産学官連携による
様々な研究開発及び実用化に向けた実証実験等を促進。研究開発プロジェクトの一
例として、医療分野において、診療情報及び大容量各種医療用画像の伝送等に関す
る検証を行い、カルテネットワークの開発等の成果につなげた。

最先端の研究開発テストベッド
ネットワークの構築（２００６
年度～２０１０年度）

別表２
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）

①     研究開発と人材育成を一体化して行う新たな産学官連携のあり方

産学連携に向けて、技術移転、人材育成と供給までを含めた環境整備や拠点整備と一体的な研究開発施策の展開

(a) 技術交流の場の形成

異分野の関連技術者の協同作業 暮らしやすい社会・生活環境の実現に向けて、ロボットメーカだけでなく、住宅
メーカ、家電メーカ、医療機関等の異分野のメーカ等による検討を実施。【総務
省】

ネットワークロボットフォーラム内に生活支援ネットワークロボット分科会を設立
し、ネットワークロボット技術の更なる高度化・汎用化について検討し、研究開発
に反映。

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）（2004年度～2008年度）

暮らしやすい社会・生活環境の実現に向けたネットワークロボット技術の具体的研
究開発を社会学・心理学・認知科学・ヒューマンインターフェース・ヒューマンロ
ボットインタラクションなどの異分野の技術者・研究者と協同で実施。【総務省】

平成16年度から、心理学・認知科学・ヒューマンインターフェース・ヒューマンロ
ボットインタラクションなどの分野のトップクラスの研究者・技術者の協同作業に
よるネットワークロボットの技術開発を推進。

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）（2004年度～2008年度）

音声工学、計算言語学などの工学分野に加えて、音声学、言語学、心理学の基礎分
野の研究機関との共同研究、さらには著作権の法制度などの幅広い分野のエキス
パートとの連携。【総務省】

異分野の技術者が協同作業できる場として、情報通信研究機構は産学官連携体制
MASTARプロジェクトを平成20年5月に設立。民間企業等から情報通信研究機構への
出向の受け入れ、共同研究を開始。

自動音声翻訳技術の研究開発
（2008年度～2012年度）

企業からの出向、研究員の交流などの技術交流の場として、音声言語に関する産学
官フォーラムの設置。【総務省】

情報通信研究機構は音声言語に関する産学官フォーラムを準備中。言語資源などの
配信、音声言語処理ツールの評価を推進予定。

「革新的シミュレーションソフトウェアの研究開発プロジェクト」において、プロ
ジェクトで開発したシミュレーションソフトウェアが産業界の実用に資するため、
産学連携体制でバイオ、ナノ、流体・構造の各分野の開発・実証等を実施。【文部
科学省】

世界最高水準の実用的な計算科学シミュレーション・ソフトウェアの開発・普及及
び保守体制（人材育成・拠点形成・事業化）の確立を、平成17年度から平成19年度
にかけてスーパーコンピューティング技術産業応用協議会「先端ソフトウェア産業
応用部会」（産業界におけるスーパーコンピューティング技術の利活用を推進する
ために、産業界が自主的に設立した協議会）と連携して実施した。更に、平成20年
1月には、施策の実施機関である東京大学に①世界をリードする先端的シミュレー
ションソフトウェアの研究開発、②研究開発成果の社会への普及、③シミュレー
ションソフトウェアの開発・利活用する人材育成のため「革新的シミュレーション
研究センター」が設置された。

次世代IT基盤構築のための研究
開発「革新的シミュレーション
ソフトウェアの研究開発プロ
ジェクト」（２００５年度～２
００７年度）

「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用に関わる施策」において、
次世代スーパーコンピュータを最大限利活用するため、ソフトウェアの仕様の共同
作成、実証研究の共同実施など、研究開発の全過程を通じて強力な産学連携体制に
より推進するグランドチャレンジアプリケーションの開発を平成１８年度より実
施。【文部科学省】

平成１８年度に次世代スーパーコンピュータを最大限利活用するためのナノ分野の
ソフトウェア開発を行う中核拠点、及びライフ分野のソフトウェア開発を行う中核
拠点を決定し、産学連携による研究開発体制の構築を開始。平成２０年度は、①実
験研究者、企業研究者、計算科学研究者の共同討議を行う連続研究会、②開発した
ソフトウェアを普及させるための講習会、③スーパーコンピュータ利用技術の開
発・普及を推進するスーパーコンピューティング技術産業応用協議会に新設された
ライフサイエンス応用分科会との緊密な連携を図るなどの取組みを実施。

最先端・高性能汎用スーパーコ
ンピュータの開発利用に関わる
施策（２００６年度～２０１２
年度）

＜参考＞
ものづくり分野において、イノベーション創出に直接的に貢献するソフトウェアを
開発するために、ソフトウェアの仕様の共同作成、実証解析の共同実施など、研究
開発の全過程を通じて強力な産学連携体制のもとプロジェクトを推進する「イノ
ベーション創出の基盤となるシミュレーションソフトウェアの研究開発」を平成２
０年度より実施。【文部科学省】

＜参考＞
平成２０年度は、イノベーション創出に直接的に貢献するソフトウェアの研究開発
を行う中核拠点を公募により決定し、産学連携による研究開発体制の構築を開始。

＜参考＞
イノベーション創出の基盤とな
るシミュレーションソフトウェ
アの研究開発（２００８年度～
２０１２年度）

ソフトウェア開発の生産性・信頼性の向上に向けたソフトウェアエンジニアリング
の開発・高度化を進めるため、ソフトウェアベンダ、製造業等に属する企業、研究
機関等からの専門家を結集した産学官連携の体制を整備。【経済産業省】

情報処理推進機構（ＩＰＡ）のソフトウェア・エンジニアリング・センター（ＳＥ
Ｃ）に、ソフトウェアベンダ、製造業等に属する企業、研究機関等からの専門家４
６名を結集した産学官連携の体制を整備し、海外の関連機関と連携しつつ、ソフト
ウェアエンジニアリング手法の開発・普及等を実施中。

産学連携ソフトウェア工学の実
践（２００４年度～２００９年
度）
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(a) 技術交流の場の形成

技術を最適利用できる環境の形成 「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用に関わる施策」において、
次世代スーパーコンピュータ作業部会報告書の記載を受けて、次世代スーパーコン
ピュータの利用の促進と計算科学技術の普及・振興の取組を検討してきている。
【文部科学省】

広く産学官の研究者等の参加を得て、①利用者等の情報交流・研究交流等の推進、
②研究成果や知見等の集約・蓄積・発信、③共同研究等による分野連携や産学連携
の推進方策の検討・実施等を行う「次世代スーパーコンピュータ利用推進フォーラ
ム（仮称）」を開催することを検討している。また、平成１８年度の施策開始以
降、スーパーコンピューティング技術産業応用協議会と連携し、産業界のニーズを
把握するなど、成果が産業界へ還元される体制を整備している。

最先端・高性能汎用スーパーコ
ンピュータの開発利用に関わる
施策（２００６年度～２０１２
年度）

＜参考＞
ものづくり分野において、イノベーション創出に直接的に貢献するソフトウェアを
開発するために、ソフトウェアの仕様の共同作成、実証解析の共同実施など、研究
開発の全過程を通じて強力な産学連携体制のもとプロジェクトを推進する「イノ
ベーション創出の基盤となるシミュレーションソフトウェアの研究開発」を平成２
０年度より実施。【文部科学省】

＜参考＞
平成２０年度は、イノベーション創出に直接的に貢献するソフトウェアの研究開発
を行う中核拠点を公募により決定し、産学連携による研究開発体制の構築を開始。

＜参考＞
イノベーション創出の基盤とな
るシミュレーションソフトウェ
アの研究開発（２００８年度～
２０１２年度）
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
・産業界からの出向による人材交流、技術移転に伴う人材交流。【総務省】
・国内の研究機関、海外との研究機関との共同研究による人材交換、人材交流。
【総務省】
・産学官フォーラムによる人材交流、情報交流。【総務省】

技術及び人材交流の場として、情報通信研究機構は産学官連携体制MASTARプロジェ
クトを平成20年5月に設立。
情報通信研究機構はMASTARプロジェクトにおいて、国内、海外の研究機関と共同研
究を実施。
情報通信研究機構は音声言語に関する産学官フォーラムを準備中。言語資源などの
配信、音声言語処理ツールの評価を推進予定。

自動音声翻訳技術の研究開発
（2008年度～2012年度）

次世代ネットワークの次の世代を見据えた、日本発の新しい世代のネットワーク
アーキテクチャを創出するため、戦略的取組みを行う体制を構築し、研究開発を推
進しつつ、人材育成にも努める。【総務省】

情報通信研究機構において、新世代ネットワークのアーキテクチャ設計、構成要素
の研究開発を実施するとともに、機構内及び民間の研究者を結集させて、新世代
ネットワーク研究開発戦略を策定する新世代ネットワーク研究開発戦略本部を平成
19年10月に設置。国家的プロジェクトの戦略立案に関わることで、グローバルな視
野を有し、我が国の情報通信ネットワーク分野における先導的役割を担う人材を育
成している。

新世代ネットワーク基盤技術に
関する研究開発（2008年度～
2012年度）

大学間及び産学の壁を越えて潜在力を結集し、教育内容・体制を強化することによ
り、専門的スキルを有するとともに、社会情勢の変化等に先見性をもって対処でき
る世界最高水準のＩＴ人材を育成するための教育拠点の形成を支援する「先導的Ｉ
Ｔスペシャリスト育成推進プログラム」を平成１８年度より実施。【文部科学省】

平成１８年度は、企業等において先導的役割を担うソフトウェア技術者を育成する
ための教育拠点として６拠点、平成１９年度は、国民が安心・安全にＩＴを活用で
きる環境を構築するための高度セキュリティ人材を育成するための教育拠点として
２拠点を選定し、現在、８拠点において、先進的な教育プロジェクトが進められて
いる。

先導的ＩＴスペシャリスト育成
推進プログラム（２００６年度
～２０１０年度）

産学連携については、各拠点において効果的な連携企業との協力体制が構築されて
おり、例えば、ＩＴに関わる最新動向や最新技術等を扱う産業界出身の講師陣によ
るオムニバス講義や、企業の実問題を扱うＰＢＬ科目、企業におけるプロジェクト
の一員として、システム開発やソフトウェア開発に参画するインターンシップ科目
など、多様な手法を用いた実践的な教育カリキュラムが構築されている。

人材育成に関して、大学と産業界の連携・協力を強化するため、文部科学省と経済
産業省が連携して、産学双方の対話と取組の場を創設し、中・長期的な視点から幅
広く議論を行うことで、人材育成に係る産学双方の共通認識を醸成し、その後の具
体的な行動につなげることを目的として、「産学人材育成パートナーシップ」を平
成１９年度より実施。【文部科学省】

全体会議の下に平成１９年１１月に「情報処理分科会」を設置し、求められる人材
像や有すべき能力に関して産学での認識の共有を図るための議論を進めており、平
成２０年３月には中間取りまとめとして整理した。
　今後は、上記分科会の下、平成２０年１２月に産学連携ＩＴ人材育成実行ワーキ
ンググループを設置し、産業界からの教員と大学のマッチング支援・教員の能力強
化など産学連携による高度ＩＴ人材育成を具体化するための事業内容、産学の役割
分担と協力の方法などを検討していくこととしている。

産学人材育成パートナーシップ
（２００７年度～）

「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用に関わる施策」において、
次世代スーパーコンピュータを最大限利活用するため、ソフトウェアの仕様の共同
作成、実証研究の共同実施など、研究開発の全過程を通じて強力な産学連携体制に
より推進するグランドチャレンジアプリケーションの開発を行っており、プロジェ
クトを通じて人材の育成が図られている。【文部科学省】

平成１８年度に次世代スーパーコンピュータを最大限利活用するためのナノ分野の
ソフトウェア開発を行う中核拠点、及びライフ分野のソフトウェア開発を行う中核
拠点を決定し、産学連携による研究開発体制の構築を開始。平成２０年度は、実験
研究者、企業研究者、計算科学研究者の共同討議を行う連続研究会を実施。

最先端・高性能汎用スーパーコ
ンピュータの開発利用に関わる
施策（２００６年度～２０１２
年度）

＜参考＞
ものづくり分野において、イノベーション創出に直接的に貢献するソフトウェアを
開発するために、ソフトウェアの仕様の共同作成、実証解析の共同実施など、研究
開発の全過程を通じて強力な産学連携体制のもとプロジェクトを推進する「イノ
ベーション創出の基盤となるシミュレーションソフトウェアの研究開発」を平成２
０年度より実施。【文部科学省】

＜参考＞
平成２０年度は、イノベーション創出に直接的に貢献するソフトウェアの研究開発
を行う中核拠点を公募により決定

＜参考＞
イノベーション創出の基盤とな
るシミュレーションソフトウェ
アの研究開発（２００８年度～
２０１２年度）

（産学人材育成パートナーシップ）
人材育成に関して、大学と産業界の連携・協力を強化するため、文部科学省と経
済産業省が連携して、産学双方の対話と取組の場を創設し、中・長期的な視点から
幅広く議論を行うことで、人材育成に係る産学双方の共通認識を醸成し、その後の
具体的な行動につなげることを目的として、「産学人材育成パートナーシップ」を
平成１９年度より実施。【経済産業省】

（産学人材育成パートナーシップ）
全体会議の下に平成１９年１１月に「情報処理分科会」を設置し、求められる人

材像や有すべき能力に関して産学での認識の共有を図るための議論を進めており、
平成２０年３月には中間取りまとめとして整理した。
今後は、上記分科会の下、平成２０年１２月に産学連携ＩＴ人材育成実行ワーキ

ンググループを設置し、産業界からの教員と大学のマッチング支援・教員の能力強
化など産学連携による高度ＩＴ人材育成を具体化するための事業内容、産学の役割
分担と協力の方法などを検討していくこととしている。

産学人材育成パートナーシップ
（２００７年度～）

(b) 人材交流の場の形成

産業界との連携した人材育成

大学等での優秀な人材による革新的な半導体デバイス技術の開発を促進するため、
革新的なアイディアによる半導体デバイス技術の提案を募集し、研究開発により設
計された半導体デバイスを実際の半導体デバイスとして試作・評価を行う。【経済
産業省】

20年度新規事業。最終目標に向け着実に実施。 「次世代回路アーキテクチャ技
術開発事業」（平成20年度～24
年度）
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
(b) 人材交流の場の形成

産業界と連携した人材育成 平成15年度に採択した6件、17年度に採択した9件の下記テーマについて研究開発を
行い、平成19年度までに終了し、概ね、当初の目標を達成した。Ｈ１９年度終了
テーマの実用化時期については、早いものは、2-3年後の実用化を目指している。
Ｈ１９年度にも新たに５件を採択し、現在は６テーマを実施中。大学と産業界との
連携により、以下のテーマを実施。
・「情報家電用マルチメディアセキュアチップTRON-SMPの研究開発」 （Ｈ１７～
１９年度／東京大学、パーソナルメディア（株）、（株）ルネサステクノロジ）
・「Pairing Liteの研究開発」 （Ｈ１７～１９年度／筑波大学、情報セキュリ

ティ大学院大学、公立はこだて未来大学、ＦＤＫ（株））
・「リアルタイム情報家電用マルチコア技術の研究開発」 （Ｈ１７～１９年度

／早稲田大学、（株）日立製作所、（株）ルネサステクノロジ）

海外交流によるソフトウェア開
発人材の育成

ネットワークロボット技術を国際的に普及させるため、海外の研究機関と連携し、
ソフトウェア開発人材育成などの交流を図る。【総務省】

平成17年度にワシントン大学、平成19年度にピサ大学（イタリア）及びカタルー
ニャ工科大学（スペイン）と共同研究に関する覚書を交わし、海外交流を実施。

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）
（2004年度～2008年度）

優れた実績を持つプロジェクトマネージャーを配置し、ソフトウェア分野の独創的
な技術を有する人材の発掘・育成を行う。また、発掘した人材に対し、海外のベン
チャーキャピタリスト、ビジネスパートナー等との出会いの場を提供するなどし
て、海外展開の機会を提供する。【経済産業省】

２００７年度末時点で７００名を超える人材を発掘・育成するとともに、そのうち
の１０数名を、２００７年度に２回、米国シリコンバレーに派遣し、海外交流を促
した。

未踏ソフトウェア創造事業（２
０００年度～２００７年度）
高度ＩＴ人材育成事業（２００
８年度～２０１２年度）

教育の場を通じたロボット開発
人材の育成

初等教育機関や高等教育機関などにおいて、ロボットの作成体験、ネットワークロ
ボットの要素技術に関する講義などを実施し、技術の普及とネットワークロボット
やユビキタスコンピューティング／センシング技術を扱える人材育成に取り組む。
【総務省】

2006年から慶応大学・名古屋大学・大阪大学などでネットワークロボット技術に関
する講義を継続的に行い、ネットワークロボット技術の普及とロボット人材育成を
実施。
同年、関西経済連合会と連携して、けいはんなにおいて、全国の小学生の親子を対
象としたロボットの製作体験、相楽台（さがなかだい）小学校において無線タグと
ビジブルロボットと連携するロボット・コミュニケーション実験（体験講義）など
も実施。

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）（2004年度～2008年度）

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
（2004年度～2008年度）

デバイス・システム領域におけ
る技術者、ノウハウ流出防止と
自由な技術者の交流

情報家電等の低消費電力化、高度化を実現するための低消費電力・多機能半導体
チップについて提案公募を行い、採択された半導体チップの開発を支援する。【経
済産業省】

「高機能・超低消費電力コンピューティングのためのデバイス・システム基盤技術
の研究開発」において、世界トップクラスのスピントロニクス技術の研究開発を優
秀な研究者や技術者が組織の壁を越えて実施できる体制を構築。【文部科学省】

研究代表者の強いリーダシップのもと、中核拠点である東北大学において、集中研
方式による研究開発体制を構築し、共同研究機関である日立、東芝、富士通等の研
究者が受託研究者として東北大学で研究することにより、産学の優秀な研究者が企
業の垣根を越え、自由に技術開発を実施している。

「高機能・超低消費電力コン
ピューティングのためのデバイ
ス・システム基盤技術の研究開
発」（２００７年度～２０１１
年度）

「半導体アプリケーションチッ
ププロジェクト」（平成15年度
～21年度）

学会・産業界・地方自治体などと連携し、ネットワークロボット技術に関連する講
演会やセミナーを戦略的に開催して、デバイス・システム領域における技術・ノウ
ハウ流出防止と自由な技術者の交流の場を構築。【総務省】

産学官連携して、産学連携人材育成事業を実施。平成１９年９月以降、これまでに
計４回開催。【経済産業省】

産学人材育成パートナーシップ電気・電子分科会において、プログラム開発の実
施、先端デバイス分野、先端エレクトロニクス分野における求められる人材像・ス
キル要件の明確化、モデル教育カリキュラムの策定等にかかる検討を実施。

平成16年にネットワークロボットフォーラムが発足（会員：NR関連企業・研究機関
など約150機関）。大阪市都市型産業振興センター（ロボットラボラトリー）によ
る次世代ロボット開発ネットワークRooBOとネットワークロボットフォーラムとの
連携により、デバイス・システム領域における技術・ノウハウ流出防止と自由な技
術者の交流が行われている。
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
基礎研究と社会化施策の一体的
取組み

インターネット通信量（トラヒック）の爆発的な急増に備え、情報通信インフラを
強化するため、所要の技術の研究開発・実証実験を行う。【総務省】

分散型バックボーン構築技術、複数事業者間の品質保証技術、異常トラヒックの検
出・制御技術について、要素技術を確立。要素間連携の運用検証やテストベッドに
よる相互接続検証等を実施中。

次世代バックボーンに関する研
究開発（2005年度～2009年度）

・情報通信研究機構はAPT ASTAPフォーラムにおいて音声言語処理に関するエキス
パートグループを設置。ラポータを担当。

自動音声翻訳技術の研究開発

・情報通信研究機構はインドネシアテレコム、インドネシア技術評価応用庁の協力
により、日本語インドネシア語間の音声翻訳プロトタイプシステムを構築し、ジャ
カルタで開催された“BPPT-Indonesia TECH Expo”ワークショップでデモンスト
レーションを実施。

（2008年度～2012年度）

・情報通信研究機構は音声翻訳サービス相互接続標準仕様を実装したソフトウェア
をアジア圏４カ国の研究機関（韓国、タイ、インドネシア、中国）にリリース。

自動音声翻訳技術の研究開発

（2008年度～2012年度）

我が国のネットワークロボット関連産業の国際競争力強化の観点から、日本の枠に
とらわれない展開を指向し、ITU（International Telecommunication Union）、
OMG（Object Management Group）技術部会等において、各国と議論を進め統一仕様
を策定。【総務省】

OMG（Object Management Group）において、ネットワークロボット技術及びそのア
プリケーションに不可欠な位置、姿勢情報の標準化を提案、平成21年度中に標準策
定見込み。

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）
（2004年度～2008年度）

テストベッドを活用して、ロボットを用いたサービスの基礎研究の成果に関する
フィールド実験を実施することにより、ネットワークロボット技術を用いた技術・
サービスの開発に地方自治体・産業界と一体的に取り組む。【総務省】

平成20年にユニバーサル・シティウォーク大阪のテストベッドを一般企業や大学研
究機関などが利用できるように公開。現在、RT関連企業・マーケティング会社など
が利用。また、ロボットラボラトリーと連携し、これらの技術を含めた川上川下ビ
ジネスマッチングを推進。

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）
（2004年度～2008年度）

「高信頼ソフトウェアの技術開発プログラム」において、ソフトウェアの開発状況
を可視化する技術を開発するとともに、実用化を促進するために、収集データの規
格化等を一体的に実施。【文部科学省】

ソフトウェアタグの設計に必要な収集するデータ項目、情報の可視化方法等を調査
するため、ソフトウェア発注者（発注企業）や開発者（ベンダ企業），政府機関，
大学等の関係者から構成するソフトウェア規格技術委員会を平成19年度に立ち上
げ、検討している。

「高信頼ソフトウェアの技術開
発プログラム」（２００７年度
～２０１１年度）

「超高性能データベースエンジンの開発」において、産学共同研究体制において研
究開発を行うとともに、オープンソースのデータベースだけでなく、市販のデータ
ベースへの実装作業も併せて実施するなど、成果の実用化を見据えて事業を推進。
【文部科学省】

非順序型実行原理を模擬する小規模実験を市販のデータベースにおいて実施し、性
能効能が期待されることが確認できた。

「情報基盤戦略活用プログラム
（うち 革新的実行原理に基づ
く超高性能データベース基盤ソ
フトウェアの開発）」（２００
７年度～２０１１年度）

「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用に関わる施策」のグランド
チャレンジアプリケーションの開発において、研究成果の実用化に向けて、強力な
産学連携体制により、ソフトウェアの仕様の共同作成、実証研究の共同実施などを
実施。【文部科学省】

平成１８年度に次世代スーパーコンピュータを最大限利活用するためのナノ分野の
ソフトウェア開発を行う中核拠点、及びライフ分野のソフトウェア開発を行う中核
拠点を決定し、産学連携による研究開発体制の構築を開始。研究成果の企業研究へ
の普及、利用促進をはかるため、「産学連携ナノ統合プログラム」を実施。また、
スーパーコンピューティング技術産業応用協議会に新設されたライフサイエンス応
用分科会等と緊密な連携を図るなどの取組みを実施。

最先端・高性能汎用スーパーコ
ンピュータの開発利用に関わる
施策（２００６年度～２０１２
年度）

＜参考＞
ものづくり分野において、イノベーション創出に直接的に貢献するソフトウェアを
開発するために、ソフトウェアの仕様の共同作成、実証解析の共同実施など、研究
開発の全過程を通じて強力な産学連携体制のもとプロジェクトを推進する「イノ
ベーション創出の基盤となるシミュレーションソフトウェアの研究開発」を平成２
０年度より実施。【文部科学省】

＜参考＞
平成２０年度は、イノベーション創出に直接的に貢献するソフトウェアの研究開発
を行う中核拠点を公募により決定し、産学連携による研究開発体制の構築を開始。

＜参考＞
イノベーション創出の基盤とな
るシミュレーションソフトウェ
アの研究開発（２００８年度～
２０１２年度）

サービスロボット市場創出支援事業の実施。実環境下でのロボットの導入を支援す
るために、メーカーとユーザーが共同でロボットのスペック検討やコスト評価を実
施した上で、必要な技術開発及び実証試験を実施。【経済産業省】

ビル清掃ロボットや、工場内搬送ロボットなどが実用化。 サービスロボット市場創出支援
事業（2006～2008 年度）

(c) イノベーション創出に向けた体系的技術開発

言語サービスの提供のためには、Web上に分散された言語資源についても、統一的
な扱いを可能とするためのフォーマットの相互変換の枠組み作りが必要であり、音
声翻訳に関して多言語化のため辞書などのデータフォーマット、通信プロトコルを
APT、ASTAPでの標準化。【総務省】

内閣府社会還元加速プロジェクト「言語を越える音声コミュニケーション」実証実
験による社会還元加速を推進。【総務省】

情報通信研究機構は平成20年4月より社会還元加速プロジェクトを開始。平成20年
度には北京五輪への日本人旅行者を対象に音声翻訳実証実験を実施。
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
(c) イノベーション創出に向けた体系的技術開発

基礎研究と社会化施策の一体的
取組み

将来の様々な社会・生活のニーズに応えられる高機能な半導体実現のため、立体
構造化技術を発展・統合し、これまでにない革新的な半導体（ドリームチップ）の
開発を行う。

具体的には、①多機能高密度３次元化技術、②微小機械駆動形成技術（複数周波
数対応通信デバイス）、③回路の書き換え可能な超小型フレックス半導体デバイス
の開発を行う。【経済産業省】

「スピントロニクス不揮発性機
能技術プロジェクト」（平成18
年度～22年度）

２０年度新規事業。世界の最先端をねらい、最終目標に向けて着実に実施。 「ドリームチップ開発プロジェ
クト」（平成20年度～24年度）

「次世代回路アーキテクチャ技
術開発事業」（平成20年度～24
年度）

情報化社会の進展に伴うIT機器の消費電力の大幅な増大に対応し、抜本的な省エネ
を実現するため、サーバ、ネットワーク機器等の各装置の省エネに技術を開発する
「グリーンITプロジェクト」を実施。【経済産業省】

２０年度新規事業。最終目標に向け着実に実施。 「グリーンＩＴプロジェクト」
（平成20年度～24年度）

ゼロ・エミッションハウスによる生活の大幅な省エネの実現に向け、家屋内直流
配電システムや、電力需給の状態に応じた太陽電池等の分散型電源の制御、電力
ネットワークを活用した家電の制御等、住宅全体としてエネルギーの最適制御を行
うシステムの開発・実証を行う「次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術
開発」を実施予定。【経済産業省】

平成21年度新規事業。

人間支援型ロボット実用化基盤技術開発プロジェクトの実施。介護・福祉分野を対
象として、リハビリ支援、自立動作支援、介護者支援ロボットを開発。【経済産業
省】

ユーザーと連携した開発体制を構築するとともに、数年後の実用化に向けたプロト
タイプを開発。

戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクトの実施。将来の市場ニーズ及び社会
的ニーズに基づいた現実の用途を想定し、それを遂行するためのロボット技術を競
争的に開発。【経済産業省】

現在開発中。2008年度末にステージゲート評価を実施し、集中的に開発を推進。

次世代ロボット知能化技術開発プロジェクトの実施。周辺環境が変化しても所期の
仕事を行うことができる確実性に優れ、かつ汎用性のある知能化技術を開発。【経
済産業省】

ニーズに基づいた各知能化技術の開発と併せ、開発した各種ロボット知能化技術と
の接続と連携を容易にし、ロボット開発を効率的にするための基盤となるソフト
ウェアを開発中。

基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクトの実施。これま
での経済産業省の開発成果を補完するものとして、センサなどの既存部品を、ロ
ボットの要素部品として利用しやすい共通の接続方式、制御方式のもとで利用可能
な形で提供するための基盤を開発。【経済産業省】

２００８年度から開発を開始。

人間支援型ロボット実用化基盤
技術開発プロジェクト （2005～
2007 年度）

戦略的先端ロボット要素技術開
発プロジェクト（2006～2010 年
度）

次世代ロボット知能化技術開発
プロジェクト（2007～2011 年
度）

基盤ロボット技術活用型オープ
ンイノベーション促進プロジェ
クト（2008～2010 年度）

「情報大航海プロジェクト」では、開発した技術を用いて先進的事業分野で実証・
展開を行い検証を実施。併せて、開発した技術の国際標準化戦略について検討する
とともに、技術の利活用が促進されるための知的財産のあり方についても検討を実
施。【経済産業省】

次世代ロボット共通基盤開発プロジェクトの実施。共通化・標準化の観点から、次
世代ロボットの基本要素と考えられる画像認識用、音声認識用および運動制御用の
デバイスと、それらにソフトウェアを搭載したモジュールを開発。【経済産業省】

ロボットの要素部品のモジュール化を促すため、インターフェースとなるソフト
ウェア（ＲＴミドルウェア）を搭載した共通基盤デバイス（画像認識用デバイス､
音声認識用デバイス、運動制御用デバイス）を開発した。

次世代ロボット共通基盤開発プ
ロジェクト （2005～ 2007 年
度）

ITとサービスの融合による新市
場創出促進事業（平成21～24年
度）

「次世代高効率エネルギー利用
型住宅システム技術開発」（平
成2１年度～23年度）

平成１９年度は、次世代検索・解析技術のうち、共通的に利用可能な技術として実
証実験を行いながら、全５５技術を整理・開発。また、知財の共有化を図るための
仕組みについて要件を整理。平成２０年度は、開発した技術のうち、国際標準化の
可能性があるものを調査・選定し、国際標準化方策を検討。

情報大航海プロジェクト（２０
０７年度～２００９年度）

サービス工学の手法を活用して、情報蓄積・解析技術等のサービス実現に必要な情
報技術を特定し、それらを組み合わせることによって、サービスの生産性向上や新
しいサービスを創出するため、共通する基盤技術の技術開発に取り組むとともに、
それらを用いた先進的な事業について公的な分野で実証し、共通化・汎用化を行っ
てオープンにし、情報蓄積・解析技術等を活用した新サービスを生み出す。【経済
産業省】

平成21年度新規事業。

不揮発性機能を有する次世代の半導体メモリ、論理素子などの実現のために、強
磁性金属ナノ構造体中のスピン（ナノサイズ磁石）を、電流や光で直接制御する技
術を確立する。これによりギガビットを超える大容量の不揮発性メモリ（スピン
RAM)等の新しい高性能不揮発性デバイスを実現するための基盤技術を確立する。
【経済産業省】

スピンRAMについては、ほぼ中間目標に達する書き込み電流の低電流化を実現し、
また10年以上の素子寿命が得られる見込みを得た。これにより研究開発はメモリア
レイ（メモリ素子の配列）におけるばらつき低減技術など、スピンRAM実現に向け
て一段高い技術開発レベルに移行しつつある。スピン能動素子では、二端子素子に
おける増幅動作を実証。最終目標に向けて着実に実施中。

大学等での優秀な人材による革新的な半導体デバイス技術の開発を促進するた
め、革新的なアイディアによる半導体デバイス技術の提案を募集し、研究開発によ
り設計された半導体デバイスを実際の半導体デバイスとして試作・評価を行う。
【経済産業省】

２０年度新規事業。最終目標に向け着実に実施。
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
(c) イノベーション創出に向けた体系的技術開発

基礎研究と社会化施策の一体的取
組み

平成15年度に採択した6件、17年度に採択した9件の下記テーマについて研究開発を
行い、平成19年度までに終了し、概ね、当初の目標を達成した。Ｈ１９年度終了
テーマの実用化時期については、早いものは、2-3年後の実用化を目指している。
Ｈ１９年度にも新たに５件を採択し、現在は６テーマを実施中。

・「次世代高可用性サーバに係わる半導体チップ及び関連ソフトウェア技術の研究
開発」（Ｈ１５～１７年度／日本電気（株））

・「新開発の高機能・高信頼チップセットによる基幹システム向け IA Linuxサー
バの開発」（Ｈ１５～１７年度／富士通（株））

・「暗号化機能および電子透かし機能を有するストリーミング用 MPEG-4コーデッ
クチップの開発」（Ｈ１５～１７年度／（株）シンセンス）

・「動画／コンピュータ・グラフィックスなどの大規模データを高速処理する半導
体チップの試作」（Ｈ１５～１７年度／（株）デジタルメディアプロフェッショナ
ル）

・「ポリシーを動作中に追加・削除可能なファイア－ウォール用半導体チップの開
発」（Ｈ１５～１７年度／テルミナステクノロジー（株））

・「不揮発性メモリ（MRAM）開発」　（Ｈ１５～１７年度／（株）東芝、日本電気
（株）

・「情報家電用マルチメディアセキュアチップTRON-SMPの研究開発」 （Ｈ１７
～１９年度／東京大学、パーソナルメディア（株）、（株）ルネサステクノロジ）

・「マルチメディア多機能チップの研究開発」（Ｈ１７～１９年度／（株）コト）

・「超低電力・高セキュリティメッシュネットワークを志向したRFシステムLSIの
技術開発」（Ｈ１７～１９年度／日本電気（株））

・「Pairing Liteの研究開発」（Ｈ１７～１９年度／筑波大学、情報セキュリティ
大学院大学、公立はこだて未来大学、ＦＤＫ（株））

・「情報家電向けリコンフィギュラブルアーキテクチャの研究開発」（Ｈ１７～１
９年度／三洋電機（株））

・「多元通信、三次元画像取得を同時実現するCMOS撮像チップの研究開発及び応用
システム」（Ｈ１７～１９年度／ブレインビジョン（株）、スタンレー電気
・「ネット放送向STB用ダイナミック・リコンフィギュラブル・プロセッサの研究
開発」（Ｈ１７～１９年度／アイピーフレックス（株））

・「FeRAM/FD-SOI混載アプリケーションチップの技術開発」 （Ｈ１７年度／沖電
気（株））

・「リアルタイム情報家電用マルチコア技術の研究開発」 （Ｈ１７～１９年度／
早稲田大学、（株）日立製作所、（株）ルネサステクノロジ）

文部科学省とも連携して研究開発を推進中。

・ 10nm程度のSiナノワイヤを安定して再現性よく形成することに成功し、ま
た、ナノワイヤの長さ方向の太さの不均一さをなくすためのLERを低減する条件を
出すことに成功。

・ 金属ナノギャップメモリについて、パルス幅10nsでの高速書込みが可能であ
ることを実証。
・      Si基板上に良好なInGaAs層を成長することを確認。

情報家電等の低消費電力化、高度化を実現するための低消費電力・多機能半導体
チップについて提案公募を行い、採択された半導体チップの開発を支援する。【経
済産業省】

「半導体アプリケーションチッ
ププロジェクト」（平成15年度
～21年度）

新材料の探索やナノレベルでの不純物、欠陥の影響評価、 計測・分析・構造制御
技術の開発及びシミュレーション技術の開発を促進。【経済産業省】

「ナノエレクトロニクス半導体
新材料・新構造技術開発」（平
成19年度～23年度）
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
(c) イノベーション創出に向けた体系的技術開発

基礎研究と社会化施策の一体的取
組み

MIRAIプロジェクト

（次世代半導体材料・プロセス
基盤プロジェクト、次世代低消
費電力半導体基盤技術開発）
（平成13年度～22年度）

［液晶ディスプレイ］

高性能TFT実現に向けて、新規成膜装置による成膜条件検討および膜の基礎物理量
を測定した。また、新規洗浄方式の洗浄メカニズム解明のための基礎データを抽出
するとともに、新規露光装置技術におけるTFT基板のアライメント方法を考案し、
LEDバックライトの要素技術検討として、輝度むら評価方法、バックライトの高精
度計測技術の検討を行い、評価指針を得た。
画像評価技術として、人間工学的好適視聴条件の調査によるデータ解析および評価
システムの検討を行った。
［プラズマディスプレイ］

低い電圧で電子（二次電子）を放出する保護膜材料（高γ保護膜材料）開発のため
に、二次電子放出過程の計算モデルを作成し、膜物性の基礎データにより検証し計
算モデルの改善指針を得た。
パネル構成部材等の保護膜特性への影響を評価しパネル製造プロセスの要求パラ
メータを抽出した。
基礎的な駆動実験により低電圧化のためのパネル駆動技術開発指針をまとめるな
ど、基礎となる評価結果を得た。

次世代の低消費電力ディスプレイを実現するため、液晶やプラズマの薄型ディスプ
レイに関し、革新的なTFTアレイプロセス技術・製造装置、画素駆動基盤技術、発
光材料等の新材料及び画像処理技術等を開発する。【経済産業省】

「次世代大型低消費電力ディス
プレイ基盤技術開発」（平成19
年度～23年度）

「hp45nm技術領域で求められる製造歩留まりを確保可能なシステムLSI」の設計
生産性向上に必要な技術として、平成19年度末までに、「hp65nmに適用可能な歩留
まり考慮設計技術、低消費電力指向設計技術等」の開発を計画通り達成した。これ
らの成果を盛り込んだ設計技術を産業界に技術移転した。

「次世代プロセスフレンドリー
設計技術開発」（平成18年度～
22年度）

低損失・高性能な偏光制御部材等の光学素子を実現するため、近接場光を動作原理
としたナノフォトニクス技術を確立し、近接場光技術を用いて、光の振動を特定の
方向に回転させることで、エネルギー損失の少ない偏光部材を実現するための基盤
技術を開発する。　【経済産業省】

近接場光を発生させる物質の形状や配置という非常に狭いナノメートル領域から、
近接場光の伝搬光がどう伝わるかを見るためのミリ・センチメートル程度の領域、
という異なる大きさの領域を統合して計算できるシミュレーション手法を開発。ま
た、ナノ構造体を試作（30μm角サイズ）し、シミュレーション結果と光学特性を
比較し、相関のあることを確認。

民生部門及び産業部門における照明用途の電力消費の節減のために、従来の蛍光灯
に代わる新しい発光機構である有機ELを用いた照明技術すなわち電気-光変換技術
の研究開発に取り組む。また、これを用いた発光光源を広く普及を図るため、低コ
ストに製造可能とする製造プロセス技術等の研究開発に取り組む。　【経済産業
省】

平成２０年度の中間年度目標である発光効率 25 lm/Wに対し、平成１９年度末時
点で21 ｌｍ/Wを達成。最終目標に向けて着実に実施中。

「有機発光機構を用いた高効率
照明技術の開発」（平成19年度
～21年度）

「低損失オプティカル新機能部
材技術開発」（平成１８年度～
平成２２年度）

極微細な次世代半導体デバイスを実現するため、EUV（Extreme Ultra-Violet：
極端紫外線）露光を利用した、微細加工の基盤技術やEUV露光用マスクに必要な基
盤技術の開発を行う。また、半導体微細化に合わせて顕在化しているトランジスタ
の信頼性低下等の課題に対処する技術開発を進める。【経済産業省】

極微細な次世代半導体の設計技術について、製造工程を考慮した効率の良い設計
技術（DFM: Design For Manufacturing）を開発する。【経済産業省】

・ＭＩＲＡＩプロジェクトにて開発されたマスク欠陥検査要素技術の成果を受け
て、フォトマスク欠陥検査装置をアドバンスド・マスク・インスペクション・テク
ノロジー(株)が、Selete、DNP、凸版印刷、HOYAと共同開発。(株)ニューフレアテ
クノロジーが販売を開始。
・ＭＩＲＡＩプロジェクトにて開発された多孔質シリカを用いた低比誘電率の絶縁
膜技術の成果を受けて、㈱アルバックが配線絶縁膜材料及び絶縁膜付きウェハを販
売。
・ＭＩＲＡＩプロジェクトにて開発された高誘電率ゲート絶縁膜（high-k膜）の製
膜技術、プロセス技術を受けて、㈱日立国際電気が装置を開発・事業化。
・これまでの光源、装置技術およびマスク技術開発成果を集約し、EUVを用いた小
面積露光装置（SFET）による世界最高レベルのhp26nmの描画に成功した。
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
(c) イノベーション創出に向けた体系的技術開発

自動音声翻訳技術の研究開発

（2008年度～2012年度）

ネットワークロボット技術を用いた利用者に違和感を与えないマンマシンインター
フェースの研究・技術開発を実施。【総務省】

平成16年から毎年、小学校・科学館・駅・ショッピングセンターなどでネットワー
クロボット技術を用いた店舗案内、接客サービス等の実証実験を実施。

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）（2004年度～2008年度）

都立中央図書館展示会“江戸城を建てる”（２００５年１１月）において、３次元
映像を用いて、小中学生から高齢者までが簡単に江戸城の能舞台をインタラクティ
ブに体験できる展示を実施。

「知的資産の電子的な保存・活
用を支援するソフトウェア基盤
技術の構築」

古代の飛鳥京の復元CG映像を現在の明日香村の景観に合成することを目的としたコ
ンテンツを明日香村現地で一般公開し，体験者に対してアンケート調査を実施する
ことによってシステムに対する主観評価を行い，コンテンツの有用性を確認する等
の取組を実施。

（２００４年度～２００８年
度）

サービス共通基盤技術を開発し、また、公的・社会的な分野に適用してその成果を
検証することで、誰もがそのような新しいサービスの恩恵に浴し、安心・安全かつ
豊かな社会生活を送ることができる社会システムの構築を目指す。【経済産業省】

（平成21年度新規事業） ITとサービスの融合による新市
場創出促進事業（平成21～24年
度）

（高度ＩＴ人材育成基盤事業）
高度ＩＴ人材を確保するための基盤を強固に形成していくため、人材育成者が広
く活用できる人材育成関連ツールの整備・普及、初等中等教育段階から優秀なＩＴ
人材を継続的に育成するための環境整備を実施。【経済産業省】

（高度ＩＴ人材育成基盤事業）
将来のIT産業を担う子ども達に対し、産業界と連携した早期ＩＴ教育として若年層
の意識の向上と優れたIT人材の発掘と育成を図るために「セキュリティキャンプ」
として、夏期休暇期間中に４泊５日の合宿形式にて情報セキュリティ等についての
集中講義を平成１６年から実施。平成１８年からは、全国各地（８ヵ所程度）にお
いて１日の講習会形式の「セキュリティキャンプ・キャラバン」も開催。また、平
成２０年からはプログラミングについてのコースを拡充し「セキュリティ＆プログ
ラミングキャンプ」として開催。

高度ＩＴ人材育成基盤事業（２
００２年度～）

国民がＩＴの恩恵を実感できる
施策の展開

平成19年度成果：

①大規模エッジルータの高機能化及び省電力化（要素デバイスの25Gbps動作のシ
ミュレーションと設計、高速インターフェース測定器の開発）
②超高速伝送技術の確立（100Gbps超の転送動作の各デバイス間のインターフェー
ス使用の策定と高速伝送に対しても評価できるシステムの立ち上げ）
③      高速通信デバイスの高機能化と小型・集積化及び省電

力化（各デバイスのエッジ・ルータにおいて25Gbps、ＬＡＮおよびＳＡＮにおいて
40Gbpsの動作の確認とデバイスを基盤上に複数個並べることによって複数処理の実
現化するための要素設計）

公的機関の「情報システムに係る政府調達の基本指針」による調達を実効あるもの
とし、情報システム間の相互連携を促進して、便利で効率的な電子行政サービスの
提供に資するため、公的機関に対してオープンな標準の普及・拡充を図る。このた
め、多くの標準技術の中から公的機関の採用に適した技術標準を抽出したガイドラ
イン及び技術参照モデル(TRM)等の策定と、適合性評価のためのテストベッドの構
築を行う。【経済産業省】

TRMについては、パブリックコメントを経てその意見の反映を終了。公表に向け準
備中。また、適合性評価のためのテストベッド構築については、その評価基準策定
のための検討会を平成20年10月に（独）情報処理推進機構に設置し、基準づくりに
向けた検討を開始。

オープンソフトウェア利用促進
事業（２００３年度～２０１０
年度）

消費エネルギーの低減に大きく貢献するルータ・スイッチにおける１回線あたりの
速度向を目指した研究開発を行うとともに、機器そのものの消費エネルギーを低減
するための研究開発を行う。【経済産業省】

「次世代高効率ネットワークデ
バイス技術開発」（平成１９年
度～平成２３年度）

情報化社会の進展に伴うIT機器の消費電力の大幅な増大に対応し、抜本的な省エネ
を実現するため、サーバ、ネットワーク機器等の各装置の省エネに技術を開発する
「グリーンITプロジェクト」を実施。【経済産業省】

２０年度新規事業。最終目標に向け着実に実施。 「グリーンＩＴプロジェクト」
（平成20年度～24年度）

「知的資産の電子的な保存・活用を支援するソフトウェア基盤技術の構築」におい
て、貴重な有形・無形の文化財について、高精度にデジタル・アーカイブ化すると
ともに、学習者等が、いつでもどこでも異なるメディアやデジタル・アーカイブか
らこれらの情報を入手し、自主的な学習をすることが可能な技術を構築することを
目的として、研究開発に加えて実証を実施。【文部科学省】

基礎研究と社会化施策の一体的
取組み

研究開発の成果を研究機関や大学だけでなく、防災、医療の他、教育現場での活用
及び推進。【総務省】

情報通信研究機構は研究開発技術を用いた翻訳システムを京都市立病院で試験的に
導入。
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
(c) イノベーション創出に向けた体系的技術開発

自動転送型ファイル共有ソフトの利用や不正持ち出し等に起因する情報漏えいの対
策として、その被害を最小限にする技術、情報漏えいの再発防止及び抑止のための
技術を開発し、我が国の情報セキュリティ対策の向上を図る「情報漏えい対策技術
の研究開発」を2007年度より実施。【総務省】

情報漏えいが起こった場合の被害を最小限にする技術、情報漏えいの再発防止及び
抑止のための技術について、基本要素技術の開発を実施。具体的には、2009年度末
までに、自動情報流出アプリケーションのトラフィック集中化技術及び流出情報検
知技術、情報の来歴管理技術（紙・電子文書における操作記録の統合技術等）の確
立を目標として、基礎研究や基本機能開発、詳細設計、評価を実施。

情報漏えい対策技術の研究開発
(2007年度～2009年度)

近年、インターネットにおける経路情報の誤りによる通信障害（以下、「経路ハイ
ジャック」）によって、本来の宛先にデータが伝送されず、誤った経路情報を広報
したISP等に個人情報等を含んだデータが伝送されてしまうといった事案が発生し
ており、その障害の検知・回復にはかなりの時間を要しているのが実状である。そ
こで、経路ハイジャックを検知・回復・予防する技術を開発し、インターネットの
安全性・信頼性の向上を図る「経路ハイジャックの検知・回復・予防に関する研究

2009年度末までに、経路ハイジャックの検知・回復・予防に関する技術の確立を目
標として、基礎研究や基本機能の開発・実験・実証・評価を実施。

経路ハイジャックの検知・回
復・予防に関する研究開発(2006
年度～2009年度)

サービス品質や信頼性、セキュリティ対策の課題を抜本的に解決するため、次世代
ネットワークの次の世代を見据えた新たなネットワークアーキテクチャ（基本設
計）の開発･検証を進めるとともに基盤技術の研究開発を実施。【総務省】

情報通信研究機構において、平成19年度から、情報の伝達効率の飛躍的向上や障害
発生時の自動復旧等を可能とする「ダイナミックネットワーク」の要素技術につい
て研究開発を開始し、ネットワークトラヒックの状況を実時間で高精度に測定・解
析可能な高精度トラヒック測定ノードに対する性能条件、機能条件の明確化等を実
施。

新世代ネットワーク基盤技術に
関する研究開発（2008年度～
2012年度）

情報通信研究機構において以下の成果を上げている。

・超大容量光ノード技術 ：世界初のSOA光スイッチ素子、小型モジュールを開発。

・光波長ユーティリティ技術 ：世界に先駆け、複数キャリア間の経路計算サーバ
相互接続に成功。世界初のRZ-DQPSK集積変調器を実現（個別の約1/2のサイズ）。
世界最高速の誤り訂正用軟判定LSIの開発。
・光波長アクセス技術：ITU-Tに提案した符号化方式が国際標準として採択決定。
標準光ファイバのみを用いた100Gbpsでの世界初の1000㎞以上の長距離伝送まで実
・集積化アクティブ光アクセスシステム：OLT、ONUの試作、1×2アクティブスイッ
チの試作の完了。
・ユニバーサルリンク技術 ：IEEE標準化を目指し、100GbEに関するアルゴリズム
開発、回路構成法の確立。
・全光ネットワーク基盤技術 ：フォトニック結晶型光RAM単位素子の長時間保持動
作の実証。
・極限光ネットワークシステム技術：超高速低スイッチング電力の全光パケット交
換システム基盤技術を開発・実証。高速多値光ファイバ通信要素技術を開発・実
証。

ITを支えるNW及びセキュリティ
技術

フォトニックネットワーク技術
に関する研究開発（2005年度～
2012年度）

急速に進展するブロードバンド環境や映像等のコンテンツ利用の拡大に対応した
ネットワークの大容量化・高機能化を「光」技術研究開発として産学官を結集して
進め、ペタビット級ネットワーク構成技術の確立、オール光ネットワーク構成技術
の確立を目指すとともに、国際標準化も見据え戦略的に推進。【総務省】

ボットプログラムの収集・分析・解析を行うシステムについて開発及び運用を行う
とともに、ボットプログラムを削除するソフトウェアを、電気通信事業者を通じて
注意喚起した一般ユーザ等に対し配布・適用するためのシステムを構築。2008年9
月末までに、累積約6万8千人に対して、約31万通の注意喚起を行った。

スパムメールやフィッシング等
サイバー攻撃の停止に向けた試
行(2006年度～2010年度)

一般ユーザのＰＣを乗っ取り、スパムメールやフィッシングなどのサイバー攻撃に
悪用する「ボットネット」は、情報セキュリティ上の大きな脅威となっている。そ
こで、ボットプログラムの収集・分析・解析を行うシステムについて、開発及び試
行運用を行うとともに、ボットプログラムを削除するソフトウェアを、電気通信事
業者を通じて注意喚起した一般ユーザ等に対し配布・適用する「スパムメールや
フィッシング等サイバー攻撃の停止に向けた試行」を平成18年度より実施。【総務
省】
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
(c) イノベーション創出に向けた体系的技術開発

ITを支えるNW及びセキュリティ
技術

周波数の逼迫状況を緩和し、将来の移動通信における周波数の効率的な利用に向け
た要素技術の研究開発を平成19年度より実施。【総務省】

無線ネットワーク協調制御技術などの周波数高度利用技術の研究開発に着手した。 移動通信システムにおける周波
数の高度利用に向けた要素技術
の研究開発（2007年度～2012年

周波数逼迫状況を緩和するために未利用周波数帯（30GHz帯超）への移行を促進す
る研究開発を平成17年度より実施。【総務省】

未利用周波数帯を用いた無線通信技術の確立に向け、ミリ波帯無線通信技術の研究
開発を着実に実施。

未利用周波数帯への無線システ
ムの移行促進に向けた基盤技術
の研究開発（2005年度～2011年

地上/衛星共用の無線通信技術を実現するために周波数の共同利用を促進する技術
の研究開発を平成20年度より実施。【総務省】

地上／衛星系協調制御技術並びに地上／衛星間干渉回避及び周波数割当技術の研究
開発に着手した。

地上/衛星共用携帯電話システム
技術の研究開発（2008年度～
2012年度）

平成２年度から引き続き、届出のあったコンピュータウイルスについて解析を行
い、定期的なウイルス情報の公表等を定期的に行うことにより、ユーザへの注意喚
起及び感染被害の拡大の防止を図っている。また、被害者が不正アクセス行為等に
適切に対処するため、ユーザやシステム管理者に対して、不正アクセス防御に関す
る技術的・組織的対応に関する情報の提供を行っている。

また、ボットの感染防止、駆除及び被害の局限化等のため、平成１８年度に総務省
との連携のもとに開始したボット対策推進事業を着実に運営し、収集されたボット
検体の分析、感染防止策等の対策を講じ、必要に応じて、海外のコンピュータセ
キュリティインシデント対応機関含む関係機関とボットの活動抑制・停止に向けた
調整を実施している。

さらに、平成２０年度は、情報セキュリティ対策を国内外の経済社会システムの構
造の多面的変化に迅速かつ適切に対応したものとしていくため、（独）情報処理推
進機構に「情報セキュリティ分析ラボラトリー」を設置し、データ収集・分析等を
実施している。

平成１５年度から引き続き、企業等の情報セキュリティ対策をより確実なものとす
るため、客観的な基準に基づいた評価・保証を行う情報セキュリティ監査を行うた
めに必要となる関連規程及びガイドラインの整備を実施し、利用促進を図ってい
る。

企業・個人の情報セキュリティ
対策促進事業

また、企業の情報セキュリティガバナンスの確立を促進するため、平成１８年度に
改訂した情報セキュリティ対策ベンチマーク及び情報セキュリティ報告書モデル等
のツールに加え、平成２０年度までに策定する情報セキュリティに関する内部統制
ガイダンス等の活用を推進するとともに、情報セキュリティ対策ベンチマーク等の
ツール等を、アジア諸国をはじめとする企業にも活用を図るべく、施策のグローバ
ル展開を図る。

（平成１７～２２年度）

さらに、技術的に適切に評価されたＩＴ製品を広く普及させるため、平成１３年度
に創設されたIT関連製品（ハードウェア／ソフトウェア／システム）のセキュリ
ティ機能・品質をチェックする評価・認証制度を推進している。また、平成１７年
度から、中長期的な視点に立った情報セキュリティにかかる根本的な問題解決等を
図るための研究開発を実施しているが、平成２０年度から、社会的、経済的及び技
術的ニーズを有識者や専門機関等の知見・経験を活用して特定し、国がテーマや内
容の方向性を示して、実施している。さらに、電子マネーのカード等は、その普及
に伴い脅威にさらされ始めている状況であるため、平成２１年度からは、我が国に
国際水準のセキュリティ評価体制を整備し、システムＬＳＩのセキュリティの確保
を図る。

企業の情報セキュリティガバナンスの確立を促進するためのツール・ガイダンスの
策定し、活用を促進するとともに、情報セキュリティに係る問題の根本的解決等に
繋がる新たな技術、情報システムのユーザー企業等における自律的・継続的な情報
セキュリティ対策を促進するための技術を開発し、「『ＩＴを安心して利用可能な
環境』の構築」を目指す。【経済産業省】

コンピュータウイルス、不正アクセス行為、ボット等の情報セキュリティの脅威
の抑止・拡大防止に資する対策及び脆弱性（ソフトウェア等の安全上の問題箇所）
の分析等を促進するための技術開発等を実施し、「『ＩＴを安心して利用可能な環
境』の構築」を目指す。【経済産業省】

コンピュータセキュリティ早期
警戒体制の整備事業（平成１７
～２２年度）
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
(c) イノベーション創出に向けた体系的技術開発

ＩＴを支えるＮＷ及びセキュリティ技
術

(1) 研究開発

VM(Virtual Machine)とOSに対して、セキュア・プラットフォームの基盤となるコ
ンピュータの基本設計概念とインタフェースを確立した。また、VMと統合アクセス
制御の基盤部分（統合ID管理、統合アクセス制御情報管理、統合アクセス制御実
施）を開発し、単体動作では問題のないことを確認し、平成19年度計画を達成し
た。

(2) 標準化

VM：Xenと関連のオープンソースコミュニティに参加し、開発内容の提案と開発
コードのコミュニティへの投稿を行い、一部、正式に採用されるに至っている。採
用数では、米Citrix社に続き世界第2位となった。（以下、Intel、IBM、HP等が続
く）(218件/3月1７日現在）

統合アクセス制御：提案活動すべき標準化団体を調査するために、標準化団体開催
の会議に参加し、標準化提案対象の団体をDMTF(Distributed Management Task
Force)に決定した。

以上の活動により、平成19年度計画を達成した。

 (3) 調査普及

「セキュア・プラットフォーム推進コンソーシアム」を設立し、ワーキンググルー
プにより調査、普及活動を実施。
調査結果の整理分析を行い、開発チームにまとめ結果を提供した。

マスコミ対応や成果報告会を開催することでセキュア・プラットフォームとコン
ソーシアム成果の普及に努めた。

また、セキュア・プラットフォームの広報の一貫でコンソーシアムのポータルサイ
トを開設し、認知度向上に努めるなどの活動で、平成19年度計画を達成した。

・これまでにユビキタスネットワーク利用基本技術の確立、認証・接続・検索の高
速化等基盤要素技術を開発し、応用例のひとつとして、児童の見守りの実証実験を
行ってきた。

・ユビキタス・プラットフォーム技術の研究開発では、高齢者も対象にして、見守
り等を行うための研究開発を行っていく。

ネットワーク上の文字、音声、映像情報について、偽りの情報、信頼性の低い情報
等を分析する技術を確立し、信頼できる情報を提供することで、誰でもが思いのま
ま、簡単に、信頼して、コンテンツを取扱い、高度に利活用できる環境を実現す
る。【総務省】

平成１９年度より研究開発を実施し、平成２０年に「マニア／ファン指向ランキン
グを有するブログサーチエンジン」の実証実験サイトを公開したところ。平成２２
年度までに情報信憑性技術を確立する。

電気情報通信サービスにおけ
る情報信憑性検証技術等に関す
る研究開発（平成19年度から22
年度）

誰もが簡単･便利にサービスを利用可能とする端末技術、リアルタイムで変化する
状況に応じた最適サービスを利用可能とする技術、場所に関する情報を容易に利用
可能とする空間情報基盤技術をプラットフォームとして統一し、要介護者・障害者
の社会参加支援を含む幅広い応用分野に適用可能なアーキテクチャの確立を目指
す。【総務省】

情報システムの統合を効率的かつ安全に実現するため、オープンソースソフト
ウェアを活用し、一つのサーバ上で複数の異なるOS環境を安全に管理運用できる技
術（セキュアプラットフォーム）を開発する。【経済産業省】

「セキュアプラットフォームプ
ロジェクト」（平成19年度～21
年度）

ユビキタス・プラットフォーム
技術の研究開発（２００８年度
～２０１０年度）
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
(c) イノベーション創出に向けた体系的技術開発

社会とＩＴを繋ぐインタフェー
ス技術開発

真にリアルで、人間に優しく、心を豊かにするコミュニケーションを可能にする３
次元映像技術を、立体音響、五感情報伝達技術等の超臨場感コミュニケーション技
術と一体的に研究開発を行う。【総務省】

情報通信研究機構が主体となって、３次元映像技術、立体音響技術等の立体技術分
野の国内外の産官学関係者が参加する「超臨場感コミュニケーション技術産学官
フォーラム（ＵＲＣＦ）」が2007年3月に設立され、電子ホログラフィ技術も含む
３次元映像技術についてＵＲＣＦにおいて国内外のトップクラスの研究者（映像分
野、脳科学分野等）、技術経営者、サービス事業者等が結集し、共同研究や事業化
に向けた検討を行っている。

革新的な３次元映像による超臨
場感コミュニケーション技術の
研究開発（2009年度～2015年
度）

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）

（2004年度～2008年度）

自動音声翻訳技術の研究開発

（2008年度～2012年度）

ユニバーサル音声言語コミュニケーション技術の研究開発により、利用者、場所、
言語によらずに、ネットワークの情報を音声により獲得する技術の研究開発を実
施。【総務省】

センサ等から得られる情報を自動的に入手することにより、個人に応じたサービス
を提供する技術の研究開発を実施。【総務省】

ヒューマンインターフェースデバイス等、消費者の利便性に直結する技術につい
て、機器やメーカーの違いを超えて相互連携できるための基盤技術の開発を行い、
その技術の普及を図ることで仕様の共通化を図り、利用者の実生活をより充実させ
る環境を提供する。【経済産業省】

人と機会との自然な対話に必須である音声認識・合成ソフトウェアを開発。 情報家電センサー・ヒューマン
インターフェース活用技術の開
発（平成18年度～20年度）

情報通信研究機構は音声認識、音声合成を備えた対話システムにより、京都の情報
案内を行うシステムのプロトタイプを構築、平成21年に実証実験を計画。

平成16年から毎年、小学校・科学館・駅・ショッピングセンターなどでネットワー
クロボット技術を用いた店舗案内、接客サービス等の実証実験を実施。
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
大学間及び産学の壁を越えて潜在力を結集し、教育内容・体制を強化することによ
り、専門的スキルを有するとともに、社会情勢の変化等に先見性をもって対処でき
る世界最高水準のＩＴ人材を育成するための教育拠点の形成を支援する「先導的Ｉ
Ｔスペシャリスト育成推進プログラム」を平成１８年度より実施。【文部科学省】

平成１８年度は、企業等において先導的役割を担うソフトウェア技術者を育成する
ための教育拠点として６拠点、平成１９年度は、国民が安心・安全にＩＴを活用で
きる環境を構築するための高度セキュリティ人材を育成するための教育拠点として
２拠点を選定し、現在、８拠点において、先進的な教育プロジェクトが進められて
いる。
教育コンテンツについては、各拠点の特色に基づいて、関連書籍の出版や講義スラ
イドの蓄積に加え、ビデオ教材や講義ノートの作成等が進められつつある。
また、平成２０年度からは、各拠点における成果を効果的・効率的に全国展開する
ために、教材の収集・編集・共同開発、プログラムのポータルサイトの構築、共通
的な課題に対応したガイドラインの策定、シンポジウムの開催等を行う「拠点間教
材等洗練事業」を開始しており、教育コンテンツ等のさらなる流通の促進に努めて
いるところ。

先導的ＩＴスペシャリスト育成
推進プログラム（２００６年度
～２０１０年度）

平成１６年度より「知的資産の電子的な保存・活用を支援するソフトウェア基盤技
術の構築」において、学習者等が、いつでもどこでも異なるメディアやデジタル・
アーカイブから必要な情報を入手し、自主的な学習をすることが可能な技術を構築
することを目的として、研究開発および実証を実施。【文部科学省】

プロジェクトで開発したソフトを用いて、小中学校（京都市立稲荷小学校、京都府
亀岡市立南つつじヶ丘小学校、京都府福知山市立三和中学校）や京都大学ジュニア
キャンパス（中学生向け）で実験授業を実施し、インターネットを用いた情報検索
の仕組みの学習や調べ学習支援を行い、第7回インターネット活用教育実践コン
クール （主催 文部科学省） インターネット活用教育実践コンクール実行委員会
賞やイノベーション・ジャパン2007フォーラムアカデミック部門優秀賞を受賞。ま
た，開発したソフトの一部（「ほんと？サーチ」）は、ヤフー（株）の実証実験サ
イトに搭載予定（平成20年度）。

「知的資産の電子的な保存・活
用を支援するソフトウェア基盤
技術の構築」（２００４年度～
２００８年度）

平成20年３月28日告示の小中学校の新学習指導要領において、各教科等における指
導の中で「コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を適切に活用でき
るようにするための学習活動を充実する」、「情報モラルを身に付ける」などを明
記するとともに、道徳において「情報モラルの指導に留意すること」を新たに明記
するなど、情報教育の充実を図ることとした。

また、高等学校については、平成２０年１月１７日の中央教育審議会答申におい
て、「各教科等において、小学校及び中学校段階の基礎の上に、コンピュータや情
報通信ネットワークなどを実践的に活用するとともに、情報モラル等についての指
導の充実を図る。」こととされており、これを踏まえ、現在学習指導要領の改訂作
業中。

若年層から先端研究実施の場面
までをトータルに捉えた総合的
な人材育成の仕組み

全体会議の下に平成１９年１１月に「情報処理分科会」を設置し、求められる人
材像や有すべき能力に関して産学での認識の共有を図るための議論を進めており、
平成２０年３月には中間取りまとめとして整理した。

今後は、上記分科会の下、平成２０年１２月に産学連携ＩＴ人材育成実行ワーキ
ンググループを設置し、産業界からの教員と大学のマッチング支援・教員の能力強
化など産学連携による高度ＩＴ人材育成を具体化するための事業内容、産学の役割
分担と協力の方法などを検討していくこととしている。

（高度ＩＴ人材育成基盤事業・情報処理技術者試験） （高度ＩＴ人材育成基盤事業・情報処理技術者試験） 高度ＩＴ人材育成基盤事業（２
００２年度～）

高度ＩＴ人材を確保するための基盤を強固に形成していくため、人材育成者が広
く活用できる人材育成関連ツールの整備・普及、初等中等教育段階から優秀なＩＴ
人材を継続的に育成するための環境整備を実施。【経済産業省】

これまでに高度ＩＴ人材の評価や育成に資する各種スキル標準（ＩＴスキル標準
（ＩＴＳＳ）、組込みスキル標準（ＥＴＳＳ）、情報システムユーザースキル標準
（ＵＩＳＳ））を整備した。また、情報処理技術者試験と各種スキル標準の整合化
を図るため試験制度を改革。平成２０年１０月に、新情報処理技術者試験と各種ス
キル標準の整合化を行うために共通キャリア・スキルフレームワークを策定した。
なお、本フレームワークの策定にあわせて、ＩＴＳＳ、ＥＴＳＳ、ＵＩＳＳも１０
月に内容を一部改正した。

情報処理技術者試験（１９６９
年度～）

(d) 若年層から高齢者までの体系的な人材育成

先端教育領域における教育コン
テンツの開発

高等学校までの一貫したＩＴ教
育

高等学校までの一貫したＩＴ教育【文部科学省】

若年層の科学技術への関心を高
めるための取組

高度ＩＴ人材を確保するための基盤を強固に形成していくため、人材育成者が広
く活用できる人材育成関連ツールの整備・普及、初等中等教育段階から優秀なＩＴ
人材を継続的に育成するための環境整備を実施。【経済産業省】

将来のIT産業を担う子ども達に対し、産業界と連携した早期ＩＴ教育として若年層
の意識の向上と優れたIT人材の発掘と育成を図るために「セキュリティキャンプ」
として、夏期休暇期間中に４泊５日の合宿形式にて情報セキュリティ等についての
集中講義を平成１６年から実施。平成１８年からは、全国各地（８ヵ所程度）にお
いて１日の講習会形式の「セキュリティキャンプ・キャラバン」も開催。また、平
成２０年からはプログラミングについてのコースを拡充し「セキュリティ＆プログ
ラミングキャンプ」として開催。

高度ＩＴ人材育成基盤事業（２
００２年度～）

人材育成に関して、大学と産業界の連携・協力を強化するため、文部科学省と経
済産業省が連携して、産学双方の対話と取組の場を創設し、中・長期的な視点から
幅広く議論を行うことで、人材育成に係る産学双方の共通認識を醸成し、その後の
具体的な行動につなげることを目的として、「産学人材育成パートナーシップ」を
平成１９年度より実施。【経済産業省】

産学人材育成パートナーシップ
（２００７年度～）
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
(d) 若年層から高齢者までの体系的な人材育成

若年層から先端研究実施の場面
までをトータルに捉えた総合的
な人材育成の仕組み

また、情報処理技術者の技術の向上に資すること、教育の水準の確保に資するこ
と、社会的地位の確立を図ることを目的として、情報処理技術者試験を国家試験と
して実施【経済産業省】

今後は、新情報処理技術者試験の推進、スキル標準等の更新・普及、高レベルの
スキルと経験を持ったＩＴ人材の評価手法を確立していくこととしている。

「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用に関わる施策」には多くの
科学者が共同プロジェクトに参画している。若年層の有望な研究者と、その道の権
威と呼ばれる研究者が協働で開発を行っており、プロジェクトを通じて人材の育成
が図られている。

平成１８年度から国主導で開始した次世代スーパーコンピュータの開発を通じて多
くの科学者がプロジェクトに参画している。若年層の有望な研究者と、その道の権
威と呼ばれる研究者が協働で開発しており、科学技術における理念も含めた「知」
を、将来に継承することとなる。

また、今後の次世代スーパーコンピュータの共用を通じて人材育成を図る。【文部
科学省】

また、次世代スーパーコンピュータの共用にあたり、人材育成のための教育利用枠
を設定し、学生や若手研究者に次世代スーパーコンピュータを直接利用する機会を
提供する方向で検討を開始している。戦略利用（注１）においてもそれぞれの戦略
機関（注２）において、人材育成が実施されるよう検討を開始する。

（注１）社会的・国家的見地から取り組むべき分野・課題について戦略的・重点的
に研究を推進するための利用
（注２）戦略利用を実施する機関

スパコンにおける人材育成 最先端・高性能汎用スーパーコ
ンピュータの開発利用に関わる
施策（２００６年度～２０１２
年度）
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
（2004年度～2008年度）

有効なPDCAサイクル構築のため
の見直しプロセスの構築

ロボット政策研究会報告書（2006年5月）から２年を経て、状況の変化等を踏ま
え、ロボット産業政策の方針について検討するための「ロボット産業政策研究会」
を開催。【経済産業省】

2008年9月より検討を開始。ユーザーやメーカーに加え、厚生労働省等の関係省庁
の協力を得つつ、ロボットの実用化を更に強力に推進するための技術開発、事業開
発、安全性の確保やルールの策定のための取組等について、2009年3月に報告書を
とりまとめた。

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」を受けて策定した「総務省情報通信研究
評価実施指針」に基づき、研究開発施策の見直しプロセスとしての評価実施体制に
基づいた研究開発評価を平成15年度より実施している。【総務省】

総務省では、研究開発施策の企画・立案段階でその妥当性を評価する事前評価、5
年以上のプロジェクトについて3年目終了時に引き続き実施することが妥当か否か
の判断を行う中間評価、研究開発終了後に目標の達成度等について評価する事後評
価等、研究開発の時期に応じた様々な評価を外部評価を活用しつつ実施している。
目標設定や達成度評価に際しては国内外の社会・経済状況等の外部要因変化を踏ま
えるものとしているところであり、評価結果を研究開発施策にフィードバックする
ことで、適切なPDCAサイクルの下で研究開発の推進を行っている。

－

「今年のロボット」大賞の実施。その年に活躍し、かつ、将来の市場創出への貢献
度や期待度が高いと考えられるロボット又は部品・ソフトウェアを表彰する「今年
のロボット」大賞を実施。これにより、ロボット技術の開発と事業化を促進し、技
術革新と用途拡大を加速するとともに、社会に役立つロボットに対する国民の認知
度を高め、ロボットの需要の喚起することを目指している。【経済産業省】

2006年より実施。受賞者からは、受賞後の引き合い、受注の大幅増や、社内での評
価の上昇など喜びの声をいただき、高い評価を得ている。

科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 情報科学技術委員会において、「文
部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成17年９月）文部科学大臣
決定）に基づき、事前及び事後評価を実施するとともに、５年以上継続する課題に
ついては３年を一つの目安として中間評価を実施し、評価結果を施策の検討に活用
している。【文部科学省】

平成１８年度は「知的資産の電子的な保存・活用を支援するソフトウェア技術基盤
の構築」の中間評価を実施し、その結果に基づき研究開発課題の見直しを行った。
評価に当たっては施策の達成度評価だけではなく目標設定の合理性や社会的波及効
果を勘案した評価を行うとともに、国内外の類似研究との優位性の比較を行うな
ど、定期的に円滑なＰＤＣＡサイクル運用を実施している。

②　定期的な戦略・施策の見直し

国際情勢を踏まえた定期的戦略
の見直し

今後のユビキタスネット社会の実現に向けて策定された情報通信分野における研究
開発戦略「UNS戦略プログラム」（平成17年7月情報通信審議会答申）を中長期的に
我が国の国際競争力を強化する観点から見直し、研究開発・標準化・知的財産戦略
を一体的に推進するため、「我が国の国際競争力を強化するためのＩＣＴ研究開
発・標準化戦略」（平成20年6月情報通信審議会答申）を策定した。【総務省】

「我が国の国際競争力を強化するためのＩＣＴ研究開発・標準化戦略」を踏まえ、
研究開発については、当該戦略において重点的に推進すべきとされた研究開発戦略
を中心に、研究開発を推進している。

－

国際標準化活動や著名な国際会議でのワークショップ・オーガナイズドセッション
開催などによる国際連携を実施。【総務省】

平成16年からロボット分野における学術会議（IROS及びICRA）において、ネット
ワークロボット技術に関するワークショップを日本が主導で定期・継続的に開催。
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
より実効性の高い国際標準化活
動の体制、活動

我が国のネットワークロボット関連産業の国際競争力強化及び情報弱者支援におけ
る世界貢献の観点から、日本の枠にとらわれない展開を指向し、ITU
（International Telecommunication Union）、OMG（Object Management Group）
技術部会等において、各国と議論を進め統一仕様を策定。【総務省】（再掲）

OMG（Object Management Group）において、ネットワークロボット技術及びそのア
プリケーションに不可欠な位置、姿勢情報の標準化を提案、平成21年度中に標準策
定見込み。（再掲）

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）
（2004年度～2008年度）

テストベッドを活用して、ロボットを用いたサービスの基礎研究の成果に関する
フィールド実験を実施することにより、ネットワークロボット技術を用いた技術・
サービスの開発に地方自治体・産業界と一体的に取り組む。【総務省】（再掲）

平成20年にユニバーサル・シティウォーク大阪のテストベッドを一般企業や大学研
究機関などが利用できるように公開。現在、RT関連企業・マーケティング会社など
が利用。また、ロボットラボラトリーと連携し、これらの技術を含めた川上川下ビ
ジネスマッチングを推進。
（再掲）

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）
（2004年度～2008年度）

言語サービスの提供のためには、Web上に分散された言語資源についても、統一的
な扱いを可能するためのフォーマットの相互変換の枠組み作りが必要であり、音声
翻訳に関して多言語化のため辞書などのデータフォーマット、通信プロトコルを
APT、ASTAPでの標準化。【総務省】（再掲）

・情報通信研究機構はAPT ASTAPフォーラムにおいて音声言語処理に関するエキス
パートグループを設置。ラポータを担当。
・情報通信研究機構はインドネシアテレコム、インドネシア技術評価応用庁の協力
により、日本語インドネシア語間の音声翻訳プロトタイプシステムを構築し、ジャ
カルタで開催された“BPPT-Indonesia TECH Expo”ワークショップでデモンスト
レーションを実施。
・情報通信研究機構は音声翻訳サービス相互接続標準仕様を実装したソフトウェア
をアジア圏４カ国の研究機関（韓国、タイ、インドネシア、中国）にリリース。
（再掲）

自動音声翻訳技術の研究開発
（2008年度～2012年度）

当該答申を踏まえ、平成20年7月、TTC、ARIB、CIAJ等のICT分野の標準化に関連す
る8機関により「ICT標準化・知財センター」を設立。

また、平成20年度中を目途に公表すべくICT国際標準化戦略マップ及びICTパテント
マップの検討に取り組んでいるほか、国際標準化人材の育成等に関する検討を行っ
ているところ。

急速に進展するブロードバンド環境や映像等のコンテンツ利用の拡大に対応した
ネットワークの大容量化・高機能化を「光」技術研究開発として産学官を結集して
進め、ペタビット級ネットワーク構成技術の確立、オール光ネットワーク構成技術
の確立を目指すとともに、国際標準化も見据え戦略的に推進。【総務省】（再掲）

・ユニバーサルリンク技術 ：IEEE標準化を目指した、100GbEに関するアルゴリズ
ム開発、回路構成法の確立。（再掲）

フォトニックネットワーク技術
に関する研究開発（2005年度～
2012年度）

平成21年度より実施している「e-サイエンス実現のためのシステム統合・連携ソフ
トウェアの研究開発プログラム」、において、開発するソフトウェアを様々な分野
の研究者及び産業界への普及を図るとともに、国際標準を満たすことを視野に入れ
て標準化活動に取り組んでいる。【文部科学省】

ペタスケールの超並列プログラミングのための並列プログラミング言語検討会であ
る「並列プログラミング言語検討委員会」を産業界と大学及び研究機関とともに立
ち上げて、計算物理や計算科学などの利用者、計算機科学者の意見を集約し、新し
い並列プログラミング言語の仕様を検討している。本検討委員会を基に、国際標準
化活動を行っていく予定であり、平成20年度3月に国際標準化活動の一貫として欧
米から研究者を招へいし、ワークショップを開催予定である。

e-サイエンス実現のためのシス
テム統合・連携ソフトウェアの
研究開発プログラム（２００８
年度～２０１１年度）

「安全なユビキタス社会を支える基盤技術の研究開発プロジェクト」において、開
発した成果に基づき電子タグを用いるネットワーク型情報サービスの標準化を目指
した活動を実施した。【文部科学省】

平成１７年度から実施した「安全なユビキタス社会を支える基盤技術の研究開発プロジェ
クト」において開発したセキュアチップ及び組み込み向けセキュアOSを用いるネットワーク
型情報サービスが国際電気通信連合における国際標準として合意に至った。

「安全なユビキタス社会を支え
る基盤技術の研究開発プロジェ
クト」（２００５年度～２００
７年度）

③　国際標準化活動に対する取組み強化
（①-(c)にある「国際標準化戦略の立案と活動展開」と重なっても結構です。（再掲）と記述してください）

平成20年6月、情報通信審議会から、国際標準化活動の強化策が盛り込まれた「我
が国の国際競争力を強化するためのICT研究開発・標準化戦略」について答申を受
けた。【総務省】

情報通信分野における標準化活
動の強化

ＲＴミドルウェア開発（２００
２年度～２００４年度）

効率的なロボット開発ツールの実現に向けて、国際標準化団体OMGで採択。ロボッ
ト用ミドルウエア（RTミドルウエア、2002～04経済産業省で開発）について、2006
年9月から国際標準化団体OMGにおいて RTミドルウエアの国際標準化活動に取り組
んできた。RTミドルウエアとはロボットシステムの機能要素の通信インタフェース
を標準化しロボットシステムを容易に構築するための基盤技術でありユーザーの幅
広いニーズに合わせた新しいロボットシステムを容易に構築することを目指したも
の。総務省が支援するネットワークロボットフォーラムとも連携して取り組んでい
る。【経済産業省】

2007年12月に国際標準化団体OMGにおいて正式承認が得られ、ＲＴミドルウェアが
国際標準仕様として正式発行された。今後この RTミドルウエアという標準技術が
普及することで、ロボット用ソフトウエアの開発ツールが整備され、ソフトウエア
開発の効率化やソフトウエアの再利用が進み、ロボット開発のコストが削減され、
日常生活で使われる多種多様なロボットの商品化が期待される。
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）

③　国際標準化活動に対する取組み強化
（①-(c)にある「国際標準化戦略の立案と活動展開」と重なっても結構です。（再掲）と記述してください）

より実効性の高い国際標準化活
動の体制、活動

研究者による標準化活動強化 当該答申を踏まえ、「ICT国際標準化推進ガイドライン」を企業や大学等に配布す
ることにより、標準化活動の普及・啓発を図った。
また、平成20年8月に「ICT国際競争力強化を目指した標準化・知財戦略シンポジウ
ム」を開催し、企業の経営層に標準化活動の普及・啓発を図り、研究者に対する標
準化活動の動機付けの強化を行った。

「次世代ロボット安全性確保ガ
イドライン」とりまとめ
（２００７年７月）

平成20年6月、情報通信審議会から、企業や大学等に標準化活動重要性に対する認
識を高めるための「ICT国際標準化推進ガイドライン」が盛り込まれた「我が国の
国際競争力を強化するためのICT研究開発・標準化戦略」について答申を受けた。
（再掲）

情報通信分野における標準化活
動の強化

ソフトウェア開発の生産性・信頼性の向上に向けたソフトウェアエンジニアリング
の開発・高度化の中で、組込みソフトウェア開発向けコーディング作法ガイド（Ｅ
ＳＣＲ）のＪＩＳ化、ソフトウェアライフサイクルプロセス２００７（ＳＬＣＰ２
００７）のＩＳＯ提案等を行う。【経済産業省】

ＥＳＣＲのＪＩＳ化については、現在、委員会を立ち上げ、検討中。また、ＳＬＣ
Ｐ２００７のＩＳＯ提案については、既にＩＳＯ規格に反映済み。

産学連携ソフトウェア工学の実
践（２００４年度～２００９年
度）

オープンソフトウェア利用促進
事業（２００３年度～２０１０
年度）

「次世代ロボット安全性確保ガイドライン検討委員会」における検討を踏まえ、次
世代ロボットの安全性を確保するための基本的な考え方をまとめた「次世代ロボッ
ト安全性確保ガイドライン」をとりまとめた。【経済産業省】

稼働領域を人間の存在領域と共有する次世代ロボットについて、おそらく初めてと
なる安全性確保のためのガイドライン「次世代ロボット安全性確保ガイドライン」
をとりまとめた。

Ruby（まつもとゆきひろ氏により開発された、便利さと容易さを兼ね備えた国産の
スクリプト言語）の国際標準化に向けた取組を支援。【経済産業省】

（独）情報処理推進機構に、学識経験者やベンダ企業等で構成されるRuby国際標準
化に関する検討会を平成20年11月に設置し、Rubyの標準化にあたってのプロセスや
標準仕様を提出する標準化機関の選定等を検討中。
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
ガバナンス人材育成のための体
制整備

大学間及び産学の壁を越えて潜在力を結集し、教育内容・体制を強化することによ
り、専門的スキルを有するとともに、社会情勢の変化等に先見性をもって対処でき
る世界最高水準のＩＴ人材を育成するための教育拠点の形成を支援する「先導的Ｉ
Ｔスペシャリスト育成推進プログラム」を平成１８年度より実施。【文部科学省】

平成１８年度は、企業等において先導的役割を担うソフトウェア技術者を育成する
ための教育拠点として６拠点、平成１９年度は、国民が安心・安全にＩＴを活用で
きる環境を構築するための高度セキュリティ人材を育成するための教育拠点として
２拠点を選定し、現在、８拠点において、先進的な教育プロジェクトが進められて
いる。

先導的ＩＴスペシャリスト育成
推進プログラム（２００６年度
～２０１０年度）

ガバナンス人材育成については、例えばソフトウェア分野の拠点においては、企業
の実問題を扱い、一連のソフトウェア開発プロセスを通じて、高度かつ実践的なス
キルを養い、企業等においてプロジェクト・マネージャやＩＴコーディネータとし
て活躍しうる人材育成等が進められている。

また、セキュリティ分野の拠点においても、公的機関や企業等において情報セキュ
リティ対策実施の責任者となる最高情報セキュリティ責任者（ＣＩＳＯ）や実際に
対策を立案し、その実行を指示する情報セキュリティ担当者（ＣＩＳＯ補佐）等の
育成を目指した教育プロジェクトが進められている。

人材育成に関して、大学と産業界の連携・協力を強化するため、文部科学省と経
済産業省が連携して、産学双方の対話と取組の場を創設し、中・長期的な視点から
幅広く議論を行うことで、人材育成に係る産学双方の共通認識を醸成し、その後の
具体的な行動につなげることを目的として、「産学人材育成パートナーシップ」を
平成１９年度より実施。【文部科学省】

　全体会議の下に平成１９年１１月に「情報処理分科会」を設置し、求められる人
材像や有すべき能力に関して産学での認識の共有を図るための議論を進めており、
平成２０年３月には中間取りまとめとして整理した。
　今後は、上記分科会の下、平成２０年１２月に産学連携ＩＴ人材育成実行ワーキ
ンググループを設置し、産業界からの教員と大学のマッチング支援・教員の能力強
化など産学連携による高度ＩＴ人材育成を具体化するための事業内容、産学の役割
分担と協力の方法などを検討していくこととしている。

産学人材育成パートナーシップ
（２００７年度～）

ガバナンス人材育成のための体
制整備

（高度ＩＴ人材育成基盤事業・情報処理技術者試験）
高度ＩＴ人材を確保するための基盤を強固に形成していくため、人材育成者が広
く活用できる人材育成関連ツールの整備・普及、初等中等教育段階から優秀なＩＴ
人材を継続的に育成するための環境整備を実施。
また、情報処理技術者の技術の向上に資すること、教育の水準の確保に資するこ
と、社会的地位の確立を図ることを目的として、情報処理技術者試験を国家試験と
して実施【経済産業省】

（高度ＩＴ人材育成基盤事業・情報処理技術者試験）
これまでに高度ＩＴ人材の評価や育成に資する各種スキル標準（ＩＴスキル標準

（ＩＴＳＳ）、組込みスキル標準（ＥＴＳＳ）、情報システムユーザースキル標準
（ＵＩＳＳ））を整備した。また、情報処理技術者試験と各種スキル標準の整合化
を図るため試験制度を改革。平成２０年１０月に、新情報処理技術者試験と各種ス
キル標準の整合化を行うために共通キャリア・スキルフレームワークを策定した。
なお、本フレームワークの策定にあわせて、ＩＴＳＳ、ＥＴＳＳ、ＵＩＳＳも１０
月に内容を一部改正した。
今後は、新情報処理技術者試験の推進、スキル標準等の更新・普及、高レベルの

スキルと経験を持ったＩＴ人材の評価手法を確立していくこととしている。

高度ＩＴ人材育成基盤事業（２
００２年度～）
情報処理技術者試験（１９６９
年度～）

（産学人材育成パートナーシップ）
人材育成に関して、大学と産業界の連携・協力を強化するため、文部科学省と経
済産業省が連携して、産学双方の対話と取組の場を創設し、中・長期的な視点から
幅広く議論を行うことで、人材育成に係る産学双方の共通認識を醸成し、その後の
具体的な行動につなげることを目的として、「産学人材育成パートナーシップ」を
平成１９年度より実施。

（産学人材育成パートナーシップ）
全体会議の下に平成１９年１１月に「情報処理分科会」を設置し、求められる人

材像や有すべき能力に関して産学での認識の共有を図るための議論を進めており、
平成２０年３月には中間取りまとめとして整理した。
今後は、上記分科会の下、平成２０年１２月に産学連携ＩＴ人材育成実行ワーキ

ンググループを設置し、産業界からの教員と大学のマッチング支援・教員の能力強
化など産学連携による高度ＩＴ人材育成を具体化するための事業内容、産学の役割
分担と協力の方法などを検討していくこととしている。

産学人材育成パートナーシップ
（２００７年度～）

④高度IT社会に深く関わる国際的な役割を担う人材の育成
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
急速に進展するブロードバンド環境や映像等のコンテンツ利用の拡大に対応した
ネットワークの大容量化・高機能化を「光」技術研究開発として産学官を結集して
進め、ペタビット級ネットワーク構成技術の確立、オール光ネットワーク構成技術
の確立を目指すとともに、国際標準化も見据え戦略的に推進。【総務省】（再掲）

情報通信研究機構において以下の成果をあげている。
・超大容量光ノード技術 ：世界初のSOA光スイッチ素子、小型モジュールを開発。
・光波長ユーティリティ技術 ：世界に先駆け、複数キャリア間の経路計算サーバ
相互接続に成功。世界初のRZ-DQPSK集積変調器を実現（個別の約1/2のサイズ）。
世界最高速の誤り訂正用軟判定LSIの開発。
・光波長アクセス技術：ITU-Tに提案した符号化方式が国際標準として採択決定。
標準光ファイバのみを用いた100Gbpsでの世界初の1000㎞以上の長距離伝送まで実
証。
・集積化アクティブ光アクセスシステム：OLT、ONUの試作、1×2アクティブスイッ
チの試作の完了。
・ユニバーサルリンク技術 ：IEEE標準化を目指し、100GbEに関するアルゴリズム
開発、回路構成法の確立。
・全光ネットワーク基盤技術 ：フォトニック結晶型光RAM単位素子の長時間保持動
作の実証。
・極限光ネットワークシステム技術：超高速低スイッチング電力の全光パケット交
換システム基盤技術を開発・実証。高速多値光ファイバ通信要素技術を開発・実
証 。

フォトニックネットワーク技術
に関する研究開発（2005年度～
2012年度）

究極的な安全性が保証された量子暗号ネットワークの構築や、光の波としての性質
と粒子としての性質を同時に制御することにより従来理論の通信容量限界を超える
超大容量情報通信ネットワーク基盤技術の確立に向け、戦略的かつ総合的な研究開
発を実施。【総務省】

情報通信研究機構において、現在の光通信の最先端受信技術であるホモダイン受信
機の感度限界をさらに上回る量子受信機の原理実証に成功。集積量子干渉回路と超
伝導単一光子検出器を用い、屋外環境100km圏で世界最高となる安全鍵生成速度を
達成。

量子情報通信ネットワーク技術
の研究開発（2006年度～2010年
度）

次世代ネットワークの次の世代を見据えた、日本発の新しい世代のネットワーク
アーキテクチャを創出するため、戦略的取組みを行う体制を構築し、研究開発を推
進。【総務省】

情報通信研究機構において新世代ネットワークのアーキテクチャ設計、構成要素の
研究開発を実施するとともに、機構内及び民間の研究者を結集させて、新世代ネッ
トワーク研究開発戦略を策定する新世代ネットワーク研究開発戦略本部を平成19年
10月に設置。国家的プロジェクトの戦略立案に関わることで、グローバルな視野を
有し、我が国の情報通信ネットワーク分野における先導的役割を担う人材を育成し
ている。（再掲）

新世代ネットワーク基盤技術に
関する研究開発（2008年度～
2012年度）

真にリアルで、人間に優しく、心を豊かにするコミュニケーションを可能にする３
次元映像技術を、立体音響、五感情報伝達技術等の超臨場感コミュニケーション技
術と一体的に研究開発を行う。【総務省】（再掲）

情報通信研究機構が主体となって、３次元映像技術、立体音響技術等の立体技術分
野の国内外の産官学関係者が参加する「超臨場感コミュニケーション技術産学官
フォーラム（ＵＲＣＦ）」が2007年3月に設立され、電子ホログラフィ技術も含む
３次元映像技術についてＵＲＣＦにおいて国内外のトップクラスの研究者（映像分
野、脳科学分野等）、技術経営者、サービス事業者等が結集し、共同研究や事業化
に向けた検討を行っている。（再掲）

革新的な３次元映像による超臨
場感コミュニケーション技術の
研究開発（2009年度～2015年
度）

我が国の国民がロボットによる利益を安心安全に享受できるために、ヒューマンロ
ボットインタラクションやロボット共生に関する基礎研究を実施。【総務省】

ネットワークロボット技術におけるヒューマンロボットインタラクションに関する
基礎研究は、ネットワークロボット技術分野の国際会議HRI（Human Robot
Interaction）において、平成17年度から毎年採択され、最優秀論文賞など多くの
賞を受賞し、国内外から高く評価。

ネットワーク・ヒューマン・イ
ンターフェースの総合的な研究
開発（ネットワークロボット技
術）

ソフトウェア技術/産業を支える
人材の育成・確保

大学間及び産学の壁を越えて潜在力を結集し、教育内容・体制を強化することによ
り、専門的スキルを有するとともに、社会情勢の変化等に先見性をもって対処でき
る世界最高水準のＩＴ人材を育成するための教育拠点の形成を支援する「先導的Ｉ
Ｔスペシャリスト育成推進プログラム」を平成１８年度より実施。【文部科学省】

平成１８年度は、企業等において先導的役割を担うソフトウェア技術者を育成する
ための教育拠点として６拠点、平成１９年度は、国民が安心・安全にＩＴを活用で
きる環境を構築するための高度セキュリティ人材を育成するための教育拠点として
２拠点を選定し、現在、８拠点において、先進的な教育プロジェクトが進められて
いる。
今年度は、平成１８年度に採択したソフトウェア分野の６拠点について中間評価を
実施しており、各拠点において産学及び大学間の効果的な連携体制が構築されると
ともに、実践的な教育カリキュラム、教材、教育方法等が開発され、学生のスキル
向上等の教育効果も確認されるなど、今年度末には、世界最高水準の高度ソフト
ウェア人材の排出が期待できる。
また、平成２０年度からは、各拠点における成果を効果的・効率的に普及展開する
ために、教材の収集・編集・共同開発、プログラムのポータルサイトの構築、共通
的な課題に対応したガイドラインの策定、シンポジウムの開催等を行う「拠点間教
材等洗練事業」を開始しており、ＩＴ人材育成方策の全国展開を図ることとしてい
る。

先導的ＩＴスペシャリスト育成
推進プログラム（２００６年度
～２０１０年度）

人材育成に関して、大学と産業界の連携・協力を強化するため、文部科学省と経
済産業省が連携して、産学双方の対話と取組の場を創設し、中・長期的な視点から
幅広く議論を行うことで、人材育成に係る産学双方の共通認識を醸成し、その後の
具体的な行動につなげることを目的として、「産学人材育成パートナーシップ」を
平成１９年度より実施。【文部科学省】

　全体会議の下に平成１９年１１月に「情報処理分科会」を設置し、求められる人
材像や有すべき能力に関して産学での認識の共有を図るための議論を進めており、
平成２０年３月には中間取りまとめとして整理した。
　今後は、上記分科会の下、平成２０年１２月に産学連携ＩＴ人材育成実行ワーキ
ンググループを設置し、産業界からの教員と大学のマッチング支援や教員の能力強
化など産学連携による高度ＩＴ人材育成を具体化するための事業内容、産学の役割
分担と協力の方法などを検討していくこととしている。

産学人材育成パートナーシップ
（２００７年度～）

⑤　産業に直結する，目的基礎研究を中心とした新たな認識形成

将来の産業競争力強化の源泉と
なる基礎研究
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キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
⑤　産業に直結する，目的基礎研究を中心とした新たな認識形成

ソフトウェア技術/産業を支える
人材の育成/確保

「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用に関わる施策」において、
次世代スーパーコンピュータを最大限利活用するため、ソフトウェアの仕様の共同
作成、実証研究の共同実施など、研究開発の全過程を通じて強力な産学連携体制に
より推進するグランドチャレンジアプリケーションの開発を平成１８年度より行っ
ており、プロジェクトを通じて人材の育成が図られている。【文部科学省】

平成１８年度に次世代スーパーコンピュータを最大限利活用するためのナノ分野の
ソフトウェア開発を行う中核拠点、及びライフ分野のソフトウェア開発を行う中核
拠点を決定し、産学連携による研究開発体制の構築を開始。平成２０年度は、実験
研究者、企業研究者、計算科学研究者の共同討議を行う連続研究会を実施。

最先端・高性能汎用スーパーコ
ンピュータの開発利用に関わる
施策（２００６年度～２０１２
年度）

＜参考＞
ものづくり分野において、イノベーション創出に直接的に貢献するソフトウェアを
開発するにあたり、ソフトウェアの仕様の共同作成、実証解析の共同実施など、研
究開発の全過程を通じて強力な産学連携体制のもとプロジェクトを推進することに
より、人材育成や利用技術との一体的な研究開発を行う「イノベーション創出の基
盤となるシミュレーションソフトウェアの研究開発」を平成２０年度より実施。
【文部科学省】

＜参考＞
平成２０年度は、イノベーション創出に直接的に貢献するソフトウェアの研究開発
を行う中核拠点を公募により決定し、産学連携による研究開発体制の構築を開始。

＜参考＞
イノベーション創出の基盤とな
るシミュレーションソフトウェ
アの研究開発（２００８年度～
２０１２年度）

（高度ＩＴ人材育成基盤事業・情報処理技術者試験）
高度ＩＴ人材を確保するための基盤を強固に形成していくため、人材育成者が広
く活用できる人材育成関連ツールの整備・普及、初等中等教育段階から優秀なＩＴ
人材を継続的に育成するための環境整備を実施。
また、情報処理技術者の技術の向上に資すること、教育の水準の確保に資するこ
と、社会的地位の確立を図ることを目的として、情報処理技術者試験を国家試験と
して実施。

（高度ＩＴ人材育成基盤事業・情報処理技術者試験）
これまでに高度ＩＴ人材の評価や育成に資する各種スキル標準（ＩＴスキル標準

（ＩＴＳＳ）、組込みスキル標準（ＥＴＳＳ）、情報システムユーザースキル標準
（ＵＩＳＳ））を整備した。また、情報処理技術者試験と各種スキル標準の整合化
を図るため試験制度を改革。平成２０年１０月に、新情報処理技術者試験と各種ス
キル標準の整合化を行うために共通キャリア・スキルフレームワークを策定した。
なお、本フレームワークの策定にあわせて、ＩＴＳＳ、ＥＴＳＳ、ＵＩＳＳも１０
月に内容を一部改正した。
今後は、新情報処理技術者試験の推進、スキル標準等の更新・普及、高レベルの

スキルと経験を持ったＩＴ人材の評価手法を確立していくこととしている。

高度ＩＴ人材育成基盤事業（２
００２年度～）
情報処理技術者試験（１９６９
年度～）

（産学人材育成パートナーシップ）
人材育成に関して、大学と産業界の連携・協力を強化するため、文部科学省と経
済産業省が連携して、産学双方の対話と取組の場を創設し、中・長期的な視点から
幅広く議論を行うことで、人材育成に係る産学双方の共通認識を醸成し、その後の
具体的な行動につなげることを目的として、「産学人材育成パートナーシップ」を
平成１９年度より実施。

（産学人材育成パートナーシップ）
全体会議の下に平成１９年１１月に「情報処理分科会」を設置し、求められる人

材像や有すべき能力に関して産学での認識の共有を図るための議論を進めており、
平成２０年３月には中間取りまとめとして整理した。
今後は、上記分科会の下、平成２０年１２月に産学連携ＩＴ人材育成実行ワーキ

ンググループを設置し、産業界からの教員と大学のマッチング支援・教員の能力強
化など産学連携による高度ＩＴ人材育成を具体化するための事業内容、産学の役割
分担と協力の方法などを検討していくこととしている。

産学人材育成パートナーシップ
（２００７年度～）

優れた実績を持つプロジェクトマネージャーを配置し、ソフトウェア分野の独創的
な技術を有する人材の発掘・育成を行う。

２００７年度末時点で７００名を超える人材を発掘・育成。 未踏ソフトウェア創造事業（２
０００年度～２００７年度）
高度ＩＴ人材育成事業（２００
８年度～２０１２年度）

自然災害や人為的作用など社会の安全・安心を脅かす危険や脅威を早期かつ的確に
検知し、その情報を迅速に伝達する統合センシング技術を創出することを目指し、
研究領域「先進的統合センシング技術」を推進。【文部科学省】

15課題にて研究を推進。デバイスに関する課題においては、生物剤センサでは、
LAMP法によるDNAチッププローブを利用した19種の生物剤用全自動検査システム試
作機（モバイル型）の開発を完了。
ユビキタス集積化マイクロセンサでは無線発電の実証デバイスの試作評価を完了し
た。
超高感度匂いセンサシステムでは、微量の爆薬のにおいを検知出来る小型装置を開
発した。

JST戦略的創造研究推進事業
（CREST）：先進的統合センシン
グ技術（２００５年度～２０１
２年度）

情報通信システム・ネットワークにおいて、回路・デバイス、アーキテクチャ、シ
ステム・ソフトウェア、アルゴリズム・プロトコル、応用・サービスにおける革新
的要素技術の階層統合的な管理、制御によって既存技術による低消費電力化の限界
を打破する技術の研究開発を研究領域「情報システムの超低消費電力化を目指した
技術革新と統合化技術」にて推進。【文部科学省】

12課題にて研究を推進。デバイスに関する課題においては、超低消費電力ワイヤレ
ス稼働情報システムでは、ワイヤレス給電シートの高効率化等を達成した。
液晶ディスプレイの超低消費電力化では、TFTゲート酸化膜の画期的な硝酸酸化法
により超低消費電力化の基礎技術を開発した。
光ルーティングネットワーク技術では、構成する光デバイスの試作と検証を着実に
進めた。

JST戦略的創造研究推進事業
（CREST）：情報システムの超低
消費電力化を目指した技術革新
と統合化技術（２００５年度～
２０１２年度）

「高機能・超低消費電力コンピューティングのためのデバイス・システム基盤技術
の研究開発」の下で、高いトンネル磁気抵抗比を実現するための材料などの、ブ
レークスルーを起こすために必要な材料の開発を実施。【文部科学省】

組込システムの超低消費電力化では、ソフトウェアとハードウェアの協調により、
消費電力の従来比９４％削減（約１６分の１）を達成し、さらに６０分の１を目指
している。
平成１９年度から実施している、「高機能・超低消費電力コンピューティングのた
めのデバイス・システム基盤技術の研究開発」において、世界最高の磁気抵抗比
（８００％）を実現する素子材料の開発に成功するとともに、大きな磁気異方性を
有する薄膜の形成に世界で初めて成功した。

「高機能・超低消費電力コンピュー
ティングのためのデバイス・システム
基盤技術の研究開発」（２００７年度
～２０１１年度）

材料物性等のブレークスルーを
生み出す研究への資源配分

1
1
1



キーフレーズ 対応する取組み これまでの成果 関連施策名（期間）
アジアとしての研究開発拠点形
成

・多言語の翻訳を実現するためには、各言語の音声認識、音声合成、翻訳モジュー
ルを構築する必要があるため、アジア諸国の研究機関と音声翻訳に関する共同研究
体制の構築をAPEC TEL WG にて進める。
・北京五輪にて音声翻訳の実証実験を実施。
・言語サービスの提供のためには、Web上に分散された言語資源についても、統一
的な扱いを可能するためのフォーマットの相互変換の枠組み作りが必要であり、音
声翻訳に関して多言語化のため辞書などのデータフォーマット、通信プロトコルを
APT、ASTAPでの標準化。【総務省】

・情報通信研究機構はインドネシアテレコム、インドネシア技術評価応用庁の協力
により、日本語インドネシア語間の音声翻訳プロトタイプシステムを構築し、ジャ
カルタで開催された“BPPT-Indonesia TECH Expo”ワークショップでデモンスト
レーションを実施。
・情報通信研究機構は北京オリンピック期間、北京にて、北京の地名、オリンピッ
ク用語を登録したスタンドアロン、携帯電話型の音声翻訳システムのモニターユー
ザによる実証実験を実施。
・情報通信研究機構は音声翻訳サービス相互接続標準仕様を実装したソフトウェア
をアジア圏４カ国の研究機関（韓国、タイ、インドネシア、中国）にリリース。
（再掲）

自動音声翻訳技術の研究開発
（2008年度～2012年度）

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の国際標準化において、アジア地域や我が国が主導
的役割を果たすため、日中韓が協力して製品レベルでの国際相互接続試験等を実
施。【総務省】

2007年度に、日中韓の研究機関が共同で実証実験を行うことができるテストベッド
環境を整備し、相互接続環境下におけるサービス品質測定機能の検証等の共同実験
を開始。
日中韓の共同研究の成果として、サービス品質測定機能に関するITU-T勧告
（Y.2173, MPM: Management of performance measurement for NGN）が2008年9月
に承認。

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）
基盤技術の研究開発
（2006年度～2010年度）

アジアの国々にもテストベッドネットワークを構築し、情報通信技術やネットワー
クを活用する応用技術等の研究開発に活用。【総務省】

・タイ、シンガポール、中国、韓国の４ヶ国からも接続できるように、最先端の研
究開発テストベッドネットワーク（JGN2plus）を整備し、次世代ネットワークのプ
ロトコルなどの最新の通信技術について実証実験を実施。

最先端の研究開発テストベッド
ネットワークの構築（２００６
年度～２０１０年度）

宇宙航空研究開発機構（JAXA）及び情報通信研究機構（NICT）が開発した超高速イ
ンターネット衛星「きずな」(WIDNS)を利用して、アジア・太平洋地域の諸国との
国際共同実験を推進。【総務省】

平成20年2月、衛星打上げ。初期機能確認を経て同年7月に定常運用へ移行。以降、
順次実験を実施中。

超高速インターネット衛星の研
究開発

２００３年に日本、中国及び韓国が連携し、ＯＳＳを普及させていくための協力の
枠組みである、日中韓ＩＴ局長ＯＳＳ推進会議（政府レベル）及び北東アジアOSS
推進フォーラム（民間レベル）を設置し、今日まで継続して活動。
北東アジアＯＳＳ推進フォーラムにおいては、三か国が連携し、ＯＳＳ関連技術開
発や人材育成のための共通カリキュラムの策定・普及等の取組を行っている。【経
済産業省】

日中韓三か国の連携により、2008年4月にLinuxカーネル互換性テストツールを公
表。また、2007年度に開発したLinuxによるサーバリソース管理ツール機能拡充
バージョンを開発中。

アジアＯＳＳ基盤整備事業・ア
ジアオープンイノベーション環
境整備事業（２００５年度～２
００８年度）
オープンソフトウェア利用促進
事業（２００３年度～２０１０
年度）

⑥　アジアを拠点とするグローバル戦略

1
1
2



 

（４）今後の取組について 

① 「重要な研究開発課題」及び「戦略重点科学技術」について 

情報通信分野においては、関係府省での研究開発の取組みは、基本的に「重要な研究開

発課題」及び「戦略重点科学技術」として重点化されてきており、フォローアップ対象全

体となる情報通信分野を構成する８領域と一致している。 

このため、「重要な研究開発課題」及び「戦略重点科学技術」に関する今後の取組み（平

成 21～22 年度に向けた重点化、見直しポイント等）については、下記（２）（イ）「各論（領

域別推進方策）」と併せてとりまとめた。 

 

② 推進方策について 

（ア） 「総論」 

情報通信分野は、我が国が培ってきた熟練技術と信頼性に裏付けられたハードウェア中

心の技術から、それを基盤として新しい多様なサービスや社会生活向上に向けたソリュー

ション創出を目指すソフトウェアやシステムを中核としたより総合的な技術へと急速にそ

の幅を広げてきている。一方で、グローバル化の進展や中国、インド、東南アジア等の中

進国の急速な進展の中で、主として国内需要に応えるための高機能化や高付加価値化的な

技術の実現に注力してきたことから、このままでは我が国の技術立国の拠り所とも言えた

当該分野の国際産業競争力を喪失しかねない状況になっている。 

分野別戦略では、このような危機的状況からの脱却を目指す視点に立って「推進方策」

が策定されてきている。しかしながら、関係府省での具体的取組みを見ると、「推進方策」

に即した取組みにはなってきているものの、まだ個々の施策の中で設定された個別的目標

達成に向けた部分改善的アプローチによる取組みが多く、例えば、環境改善や省エネに関

する取組みは、「基礎研究と社会化施策の一体的取組み」や「国民がＩＴの恩恵を実感でき

る施策の展開」といった方針に沿って取り組まれているものの、その成果は個々の技術開

発によって達成しようとする要素技術目標で評価されるにとどまっている。この例にとど

まらず多くの技術開発施策において、その成果を「推進方策」が目指す「社会化」や「国

民への恩恵」につなげるには、ハード、ソフトを問わずあらゆる技術要素を総合的に組み

合わせて構築する将来の情報システムの姿とともに、その成果を社会生活においてどのよ

うに展開・活用していくかといったシナリオを明確にしつつ取り組まれることが重要であ

る。 

また、社会全体を取り巻く環境の急激な変化等にも一層留意していくことが求められる

ようになってきている。今日、情報通信技術に対する期待は、もはやこれまでのような個

人や企業レベルでの円滑な情報伝達、利活用には留まらない。第３期基本計画策定以降、

少子高齢化や環境エネルギー問題も深刻化してきている。特に近年 「環境に配慮した持

続的イノベーション」に向けて、我が国の貢献に対する期待も国際的に高まっている。こ

のような状況から、我が国（特に政府）には、世界的課題である少子高齢化問題、環境問

題や疾病・非常災害等を含む国際安全保障上の課題等の解決に向け、より高い視点から目

標を設定し、個別要素的な技術成果だけでなく、それらを組み合わせ、また必要に応じ、

他の技術分野と連携して山積する社会問題解決を目指すより総合的な取組みが求められて

きている。 

加えて、現在直面している未曾有の経済危機克服の鍵としての期待の高まりと、欧米諸

国でのＩＴ基盤を活用した科学技術による産業競争力強化に向けた戦略的取組みなどを考

えると、我が国としても、一刻も早い経済危機脱却と産業競争力強化に向け、まさにその

基盤となる情報通信分野の研究開発を一層強化する必要がある。 

このような状況に鑑み、情報通信技術に寄せられる期待と課題認識を新たにし、特に以

下のような点について配慮し、より総合的かつ戦略的に取り組むことが求められる。 
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１） 情報通信技術に対する縦割的フォローアップの見直し 

情報通信技術は、今やあらゆる人間活動の基盤となっているばかりでなく、新たな産業

創出、災害問題や環境・エネルギー問題の解析予測、省エネ対策、少子高齢化社会におけ

る人間の生活支援など、今後の人類の発展に最も重要な技術分野のひとつである。また、

情報通信技術による研究のネットワーク化、シミュレーション解析手法の提供、多様かつ

膨大な情報の体系化と利活用の実現などにより、全ての科学技術の発展にも直接的に寄与

する重要な位置を占めてきている。 

このような特性に鑑みれば、情報通信分野の研究開発を情報通信の専門家だけの場で議

論していくのでは、最終目標である政策課題解決への貢献度という観点で十分なフォロー

アップができない。情報通信分野の重要性をしっかりと社会に見えるようにしていくため

には、当該分野の研究開発成果が社会・経済等にどのように貢献してきているのかを正し

く評価し、重点化ポイントの妥当性を世に示していくために、縦割り的評価、フォローア

ップに終始しないよう、幅広く分野連携したフォローアップを進めていくことが今後一層

重要になる。そのためには、次期基本計画に向け、さらに分野融合を進め、幅広い分野で

ＩＴの最先端技術を使いこなせる専門家を育成するとともに、彼らの目を通じたより応用

展開を重視したフォローアップを充実させていくことが重要である。 

 

２） 情報通信分野の研究開発基盤となる最先端テストベッドの充実 

情報通信分野の研究開発基盤として、整備・活用されてきたテストベッドネットワーク

は、情報化社会を支える新たなネットワーク基盤実現のための研究開発基盤として多大な

成果を上げてきている。 

しかしながら、社会・経済・産業・科学といったあらゆる分野での情報活用がより一層

拡大し、さらに、昨今の国際的潮流となってきているクラウドコンピューティングへの対

応が急がれる中、ＪＧＮ２ｐｌｕｓに代表される現状のテストベッドネットワークでは十

分とはいえない。テストベッドネットワーク基盤は、昨今の経済危機の脱却が喫緊の課題

となる我が国にとって、情報通信分野での国際的な産業競争力の核となる様々なアプリケ

ーションの開発やベンチャー企業創出等に大きく貢献するだけでなく、全国的規模での人

材育成の場になるものである。 

このような状況から、国が中心となって、本格的ユビキタスネットワーク時代を見据え、

光ネットワークや移動通信等無線ネットワークに対応した高度なテストベッドの整備充実

を進めることが求められる。 

併せて、情報システム間の相互運用性確保が重要となる中、オープンな標準を推進する

べく、その適合性評価のためのテストベッド構築が求められる。 

 

３） 国民の期待に応え、その成果が実感できる研究開発の推進 

昨今の経済危機の影響により、研究開発に対する予算事情も一層に厳しくなることが避

けられない状況になってきいている中、国民や民間企業からの支持を得た研究を進めるこ

とがより一層重要になってきている。このように国民の期待に応えることの重要性が増す

中で、欧米では、よりデマンドプルに主眼を置いた研究開発に一層シフトしてきている。

また、特に情報通信技術に対しては、その基盤性から現在山積する多くの社会問題解決の

ためのイノベーション（技術革新にとどまらず、これまでとは全く違った新たな考え方、

仕組みを取り入れて、新たな価値を生み出し、社会的に大きな変化を起こすこと）創出へ

の貢献に対する期待も高まってきている。それらの期待に応えるためには、個別の要素的

技術開発だけでなく、それらを統合する技術や、有効性の実証、社会に普及させるための

制度改革への配慮も一層重要になってくる。 
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しかしながら、これまでの施策展開では、「重要な研究開発課題」や「戦略重点科学技術」

でまとめた技術目標を重視する反面、国民から具体的成果（社会経済生活の発展・向上等

のデマンドの実現、イノベーションの創出に対する貢献）が見えない取組みになっている

場合も少なくない。 

特に政策課題対応型の研究においては、社会生活の中で、その成果が国民にしっかりと

実感できるようにすることが求められることから、その推進に当たっては、スポット的な

技術開発から社会展開までのトータルな流れにより重点を置き、社会還元加速プロジェク

トに見られるようなロードマップの明確化と実利用を前提とした応用や実証研究を進める、

また、技術ベースではなく、サービスモデルベースで、その成果が国民生活に貢献し、ま

た、どのように社会変革をもたらしていくのかといった姿を考え、国際標準化を先行して

押さえて研究開発を進めるといった産学官連携による戦略的アプローチを一層充実させて

いくことが求められる。 

なかでも、イノベーション型の研究開発の推進においては、イノベーションがむしろテ

クノロジープッシュにより生み出されてきていることに鑑み、研究側にあっては、近視眼

的な学術的成果や評価ばかり気にせず、基盤的・萌芽的研究から生み出された要素技術の

受容を技術ベースで提案し、産学が連携して社会基盤や制度を変革しようという潮流を引

き起こすことが重要であり、このため、特に学術面での成果を重視しがちな大学等におい

ても、このような総合的視点で研究者を評価できるようにしていくことが求められる。 

 

４） 研究の質の変化に合わせた研究開発計画の策定 

情報通信分野の技術の成熟とも相俟って、例えば、セキュリティ領域やネットワーク領

域などのように実社会適用のための問題解決がより重要となる領域では、非常に大規模な

擬似実環境での動作観測など、従来とは異なる「実験情報科学」としての取組みが一層重

要になってきている。このような取組みには、相応の研究基盤も不可欠であることを考え

れば、国が中心となって、その基盤整備とも併せて民間も広く巻き込みながら研究を進め

ることといった方策が求められる。 

このように、政府の研究開発の役割や方法は、研究成果に求められる成果の質や、それ

らを取り巻く環境の変化に併せて適切な形になるようにしていくことが重要となることか

ら、平成 20 年に情報通信ＰＴで取り組んだように、領域検討会等を活用して、政策化（計

画、予算要求）に向けた提言をまとめて必要な対応を促すとともに、総合科学技術会議で

行う優先度判定等でその実施を後押ししていく等の対応が求められる。 

 

５） 研究期間中の環境変化に適切に対応するためのプロジェクト管理 

特に情報通信分野では技術の進歩や環境の変化が激しいため、中長期にわたるプロジェ

クトの実施期間中に、研究を取り巻く状況が当初予期してなかった方向に変化することが

あり、この結果、研究者自身が作成した研究計画を見直さざるを得ない場合も少なくない。 

こうした状況において、せっかくの研究開発を真に政策目的に照らして最大限役立つも

のとするためには、社会情勢変化や技術革新の影響についても、同じ研究プロジェクト内

で評価し、資金投入も含め適宜動的に計画変更を行えるような仕組みを作っていくことが

重要なポイントとなる。 

また、中長期間にわたるプロジェクトでは、途中成果の活用が不十分なケースもあり、

当初計画で定めた成果利用計画にとらわれず、中間的成果を活用するプロセスを検討する

ことも必要である。 

このような取組みは、一部の競争的資金制度で既に実施されているが、他の競争的資金

制度においてもその適用を検討し、研究成果の質の向上と研究開発投資の効果の最大化を

図っていくことが求められる。 
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６） 研究の独創性・多様性確保に向けた萌芽的研究支援の確保 

情報通信技術の進展は、これまでにはなかった多くの技術活用形態を現実し、生活、企

業、社会に大きな変化をもたらすものであり、我が国がこの分野でのリーダーシップを発

揮していくためには、特に長期的技術開発では従来の観念にとらわれない技術の見方が一

層求められる。その意味で、新たな技術革新を生み出す多様性のある基礎的・萌芽的研究

の重要性は一層高まっているといえる。 

このような、基礎的・萌芽的研究は、情報通信分野ではこれまで民間部門が大きく担っ

てきたが、急速な景気減速の中、このための研究投資も大幅に縮小せざるを得ない環境と

なってきており、日本復活のためのＩＴ底力の源を強化する意味からも、政府の取組み強

化が重要である。  

将来の技術立国を支える知的資産につながる多様性創出のためには、新しい技術領域を

拓く萌芽的研究や、これまでの延長線上では解けない課題を解決していくための挑戦的研

究が不可欠である。財政の厳しさが増す中で、政府としてもイノベーション型研究への重

点化をしっかりと進めていくことの重要性は言うまでもないが、長期視点に立った経済復

興のためには、政策課題対応型研究への重点化がむやみに萌芽的研究を圧迫しないよう、

また、その担い手である大学や旧国立研究機関が独法化のメリットを生かして独自の研究

の多様性をしっかりと維持できるよう、資金面での制度やシステム見直しも含めた環境整

備も一層重要になってきている。 

 

７） 新しい情報技術利活用の動向や研究手法の変化への対応 

ネットワークでの連携が重要な基本となる情報通信分野の研究開発は、新しい国際的な

利活用動向をしっかりと見据えた研究でなければ国際競争力につなげることができない。

その一方で、情報通信分野の技術はその本質を理解されないまま単なる流行用語として扱

われ、広く社会に根付かないものとなることが多い点も踏まえておくことが必要であり、

その動向を見極めるには、その技術的背景だけでなく社会的背景や実態をしっかりと見据

えて論じていくことが重要である。 

上記の観点で、特に注目して考えるべき動向として、産業競争力基盤として欧米での取

組みが急速に進んで生きている「クラウドコンピューティング」、「新世代ネットワーク」、

「ワイヤレスネットワーク」といった技術についてその利活用の動向を踏まえ、それらを

支えるベースとなる技術（例えば「クラウドコンピューティング」を支える大規模システ

ム管理技術、データベース疎結合技術、可視化技術、共分散構造分析技術、省エネ化技術

等）と併せた総合的な研究開発及びそのための人材育成に関する取組みを一層強化する必

要がある。 

また、このような新たな技術利活用の動向の代表格である「クラウドコンピューティン

グ」、「センサネットワーク」、「ネットワークロボット」などは、デバイス、システム、ネ

ットワーク、ソフトウェア、セキュリティ、コンテンツ等幅広く領域をまたがるものであ

り、今後は、このような技術領域の連携強化に向け、関係の技術者が協力して参加し、総

合システムを構築・実証していけるような体系的取組みを進めることが重要である。 

また、情報技術の進展に伴い、研究手法についても大きな変化が出てきている。これま

での「経験科学」、「理論科学」、「計算科学」とは異なり、あらゆる電子化された情報をベ

ースに科学する「ｅサイエンス」の方法論が新たに出てきており、このような環境変化の

中で我が国の科学技術力をさらに高めるためには、これらに対応するための情報基盤の構

築とそのための人材（データマイニングやアルゴリズム開発等のための人材）育成・確保

に向けて、政策的に取り組んでいくことが求められる。 

 

116



 

８） 研究開発・技術人材確保にむけた取組みの強化 

情報通信分野における研究開発・技術人材不足の問題に関しては、我が国の国際競争力

喪失につながる重要な懸案課題として認識され、第３期基本計画の「推進方策」の中でも、

この問題に対する取組みが求められてきており、関係府省もこれを受け、個々の研究開発

施策の中での産学連携体制による人材育成的な取組みの強化も進められてきているが、全

体としては、国内での優秀なＩＴ人材不足の状況は改善されてきておらず、特に産業を支

える高度ＩＴ人材（技術人材）に関しては、インド、中国等の台頭が一層顕著になる中、

人材面での国際競争力の減退は深刻度を増してきているといえる。 

ＩＴ人材については、一体的に論じられる場合も多いが、研究開発のための人材（研究

者）と特にソフト系ビジネス等で必要なＩＴ技術者（高度ＩＴ技術者）については、その

必要なスキルや教育・育成主体や方法等も異なるものであり、個別に論じていく必要があ

る。 

研究開発のための人材の問題については、将来を担う若者の理科離れや国内指向、安定

指向といった他分野とも共通する課題が根本にあり、教育さらには社会制度に関する基本

問題として、分野の枠を超え多面的に検討される必要がある。 

それにも増して、情報通信分野において問題が顕著となっているのは、産業分野で活躍

する高度ＩＴ人材不足の問題であり、第３期基本計画分野別推進戦略でも、この問題への

対応に力点を置いている。また、昨今の未曾有の経済危機からの脱却といった状況に直面

し、この問題は非常に緊急性の高い問題となってきており、第３期後半さらには次期計画

に向けて実効の挙がる取組みが求められる。 

このような状況にあって、これまで、関係府省では本「推進方策」にも配慮しつつ、特

に産業分野で活躍する高度ＩＴ人材の育成・確保に向けて幅広い取組みを進めてきている

ところであるが、まだ相互の連携も少なく部分対応的な面もあることから、今後、これら

の施策をより効果的なものとすることができるよう、人材育成関係施策を中心に領域横断

的に現状の整理分析を行い、課題や有効な手法やその成果の共有化を図る等、より効率的

な推進に向けて具体的改善方策について検討を進めていくことが必要である。 

また、関係府省での取組みについては、これまでも、多くの施策に取り組まれながら、

その取組みが一時的であったことから、現在に続く成果になっていないことが多い。人材

育成施策の成果が目に見えるようになるだけでなく、それが定着していくためには、さら

に長い時間がかかるものであることを念頭に、成果の検証と併せて、施策の定着と波及に

向けて効果的かつ継続的に取り組めるよう長期的視点に立った予算措置を講じていくこと

が必要である。また、育成した人材が実際の総合的科学力、産業力として活躍できるよう

にしていくためには、人材のインプリメンテーション（システムとしての活用・定着）の

成否が一層重要であることから、この点にも十分留意しつつフォローしていくことが重要

である。 

ｱ）人材育成に向けた技能経験者等の活用 

人材育成は長期的かつ継続性の高い取組みが必要であることから、短期的な対策として

優秀な人材の有効活用が重要である。特に、デバイス等これまで我が国が優位を占めてき

た技術分野では、我が国には、既に職を離れた人材も含め、技術的に貴重な経験やスキル

を有する優秀な技術者がまだ多くおり、その蓄積を維持発展させる観点で取組みが求めら

れる。例えば、不足する人材を早期に育成する観点から、このような人材の能力を認定し

若者への知見の伝承につなげる、いわゆる「マイスター制度」のような人材育成システム

なども有効であろう。 

また、現在残っている優秀な人材の活用を強化する観点から、企業等において、例えば

国際性を有する人材、産業化に能力のある人材など特徴のある優秀な人材を今後どのよう

な形で活用していくのかといったビジョンを明確に示していくことが重要である。 
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ｲ）国際競争力強化につながる産業分野の高度技術者の確保 

産業の国際競争力強化につながる人材の確保といった観点から、産業界で戦力となる人

材として、特に、研究者というより高度技術者を相当数確保することが求められるように

なってきている。ただし、産業分野のＩＴ人材（特にソフトウェア領域）不足については、

過酷な勤務環境等の面でも問題が指摘されてきている一方、しっかりしたスキルを有する

人材への待遇は必ずしも悪いものではなく、極めて簡単なスキルだけでも対応可能な職種

の職場環境をもって一律に論じられている面もあり、その辺りをしっかりと分けて、国際

競争力につながる人材の確保について議論していく必要がある。ここで言う産業競争力に

つながる人材（高度技術者）には、多様な技術要素やその適用に対応できる多様性（ダイ

バーシティ）のある人材セットが求められるが、当面経済状況の好転が期待できない今日、

その育成についても国への期待が大きくなってきている。その一方で、これを受け入れる

産業側には、産業人材として「どのような能力を求めているのか」をより具体的に明確化

していくことが必要であり、産学官でそのような人材像を共有化していくための議論をさ

らに深めていくことが重要である。 

また、我が国の技術開発面での国際競争力を一層高めるためには、産業分野も含め、高

い研究能力を有する博士課程人材を育て、活用していくことが不可欠である。しかしなが

ら、この点に関しては、まだ大学等教育側と産業側で、博士課程の教育目標観が合致して

いない面がみられる。特にこれらの人材を産業力につなげるには、教育側にあっては、シ

ーズを実用化し国民にその成果を享受させつつ国際競争力を高めるといった高度技術者的

な観点からの育成も求められるし、一方、産業側にあっては、大学（博士課程）で修得す

るものが社会の中で、自らのキャリアパスにもつながるように変りつつあることを学生に

わかるようにし、そのインセンティブを高めるようにしていくことが求められる。そのた

めには、大学側では、一様な教育を行うのではなく、それぞれがどういう人材を育成する

のか明確にしていくことが求められるし、産業側では、将来にわたってライフビジョンを

描けるような環境を整えていくことが求められる。 

このほか、研究独立行政法人に対しては、実証研究等をとおして、視野の狭くなりがち

な研究者をより産業面に近い発想を持った幅広い人材に育てていく、いわゆるポスドクを

対象とした産業人材育成システムとしての役割の充実も期待される。 

ｳ）産学連携による産業人材の育成 

特に産業分野で活躍できる高度技術者として相当数の人材を育成していくためには、Ｐ

ＢＬ（問題立脚型学習）のような具体的な課題解決を狙った教育プログラムの充実が重要

であるところ、特に、目下の課題である産業競争力強化の観点から、産学官が連携して「企

業に就職させる」観点での教育プログラムの開発展開をより強力に進めることが重要であ

る。 

また、産学連携の教育プログラムにおいては、単なる講義での知識教育以上に、産業人

としての人間育成が重要となるところ、産業界からの講師等も大学側の指導教官との連携

で人間形成面での教育に取り組む「連携教育」の一層の充実強化が重要である。 

ｴ）体系的な基礎科学知識を有する技術者の育成 

デバイス分野における国際競争激化の著しいなか、技術立国を目指す我が国としては、

既存技術の延長だけでなく、他国の追随を許さないような革新的な産業力を作る技術を確

立していく必要があるが、そのためには、材料等を含めた基礎科学レベルからの体系的洞

察ができる技術者が不可欠である。しかしながら、近年は大学等においても研究対象の細

分化が進み、関連分野であっても、相互に基礎科学知識を共有し、連携し合うことが一層

難しくなっていることから、若い人材の技術の幅がなくなってしまってきている。このよ

うな状況を改善するため、基礎科学に基づく幅広い思考力・発想力を身につけることにお

いて最も重要な時期でもある大学教育の段階で、関連分野で共有できる幅広い基礎専門知
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識をしっかりと身につけさせるよう、教育・指導方法の見直しも含めた人材育成の在り方

の検討が求められる。 

ｵ）女性人材の活用強化 

さらに、優秀なＩＴ人材の確保において特に我が国が視点を変えなくてはならないのが、

女性研究者、技術者の活用である。情報通信分野は女性が活躍できる場であることを、大

学、産業界双方で、もっと見えるように努力することが求められるし、また、女性の社会

進出を促すためのＩＴ技術を活用した出産育児サポート等の充実が期待される。 

ｶ）学生へのＩＴ教育 

ＩＴ人材の不足は、そもそも学生の情報（科学）離れが大きな要因であるところ、この

点は、初等から高等教育まで一貫した教育問題であり、学習指導要領の見直し等も行なわ

れているところであるが、現在多くの学校で行われているＩＴ技術の修得を中心としたリ

テラシー教育だけではこの問題を解決できない。ＩＴのおもしろさや奥深さをしっかりと

伝え、自由な発想を形にできるような教育内容の充実が重要である。 

 

９） 産業活動と連携した国際標準化の推進 

情報通信分野における新技術製品のコスト構造においては、ソフトウェアをはじめとす

る固定費の比重が高まっていることから、市場拡大・シェア拡大によりコスト競争に勝ち

抜くような取組みが不可欠であり、このため、国際標準化の重要性は一層高まっている。

しかしながら、これまでの経験からも学んできたように、標準策定における世界からの支

持協力の形成には、標準化作業を強力に牽引するだけでなく、「標準策定に貢献すること」

が重要であることを認識し、必ずしも「日本発であることを強く示す」ということが目的

にならないように気を付ける必要がある。このため、日本の企業の積極的な貢献と知財権

等による利得の確保を前提とする取組みや、標準化の早い段階からの人材投入が重要であ

り、また、そのための人材育成も一層重要になってきている。さらに、研究の成果を実用

化するプロセスでは、多くの標準化成功事例に見られるように、多数の国での同時実現（普

及・展開）の努力が必要であり、標準化のリーダーシップはこのような全体的な産業活動

と緊密に連携して進められるべきである。 

また、技術変革スピードの加速化等により、国際標準化の多様化、特に産業フォーラム

主導型標準やデファクト標準が一層重要性を増してきているところであり、このような標

準化の広がりにも対応していくことが益々必要となってきている。 

 

（イ） 「各論（領域別推進方策）」 

情報通信分野は、材料を含めたデバイス開発、ネットワークやユビキタスを含む情報シ

ステム開発、アプリケーションなどに代表されるソフトウェア開発、また、共通基盤とな

るヒューマンインターフェース技術やセキュリティ技術、また、これらの統合技術として

のロボット開発など、非常に幅広い範囲をカバーしている反面、それらをとりまくニーズ

や開発環境が大きく異なることから、まず領域毎に具体的方策について検討し、それら全

体について俯瞰的に議論し提言としてとりまとめていくことが不可欠である。 

上記の観点から、情報通信 PT では、領域ごとに産学官から第一線の専門家を集め、今後

の取組み方策についてとりまとめを行った。これらの取組み方策については、関係府省の

平成 21 年度概算要求等に反映されており、すでに一部の取組みは進められている。その詳

細については別表３のとおりである。 

 

１） ネットワーク領域 

「環境への配慮」の観点から、機器の省電力化、ネットワークの高速大容量化等によっ

て省エネに貢献する技術開発が従来にも増して重要となってきている。一方、省エネ化が、
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利用者にとって不便とならないようにすることも重要であり、このため、今後は、センサ

ネットワーク技術やユビキタスネットワーク技術、コンテキストアウェア制御技術、プラ

イバシの確保技術等、他領域で開発された技術も積極的に利活用し、性能や機能に対して

ペナルティが小さな省エネ化技術として総合的に開発する必要がある。また、このような

総合的な開発に向け、テストベッドネットワークを活用した実証実験と共に一貫して行わ

れるべきである。 

「通信の確保」に向けた取組みも重要であり、従来の、災害時等を含むあらゆる状況下

で通信が確保されることを目指す非常時対策技術に加え、国民生活を守るため、「健全な情

報利活用基盤の確保」への貢献を考えて取り組んでいくべきである。これに関しては、昨

今社会問題化してきた有害なコンテンツや、インターネット掲示板への書き込みなどによ

るいじめなどの問題に対しする対応などが重要となってきている。無論このような問題に

ネットワーク技術だけで対処することはできないが、児童・生徒が情報通信技術の安心利

活用のためのスキル教育とともに、端末やサーバでの対応をサポートする形で、有害情報

の自動フィルタリングや、プライバシに十分配慮しながらトレースバックするネットワー

ク技術等の研究にも注力していく必要がある。 

「世界最先端のワイヤレスブロードバンドサービス」の実現も、利便性の高いユビキタ

ス社会の実現を目指す我が国にとって欠かせない重要課題であり、有限な電波を有効に活

用し、どのような状況においても高速アクセスを可能とする技術の実現が求められる。ま

た、これらの技術開発に当たっては、世界市場での成功を確保すべく、海外の多様な電波

利用条件下で対応できるよう、日本国内で発想を越える広い視野での研究が重要である。 

情報爆発時代に向け「情報流通の円滑化」の確保も緊急の課題であり、特に、急激なト

ラヒック増大に対応するバックボーン技術が重要である。また、ルータの大容量化、全光

ネットワーク化、P2P をはじめとするバックボーン依存を低減するネットワーク技術、国

際連携のもと不適切なフローを制御する技術、ネットワークの仮想化技術やネットワーク

アーキテクチャの設計等の研究開発も重要である。 

「国際標準化のリード」に関しては、特に相互接続を前提とするネットワーク領域では

重要なポイントであるところ、これについては総論でも述べたとおり、世界の協力の形成

に向けた貢献的取組みが一層重要になっている。 

 

２） ユビキタス領域 

地球に許される食料、エネルギー等の制約要因の中で、ユビキタス技術に代表される情

報通信技術が生み出すイノベーションを通して、様々な社会問題の解決とサービス産業振

興に向けた貢献が、国際的にも広く期待されてきている。このような期待に応えるために

も、ユビキタス技術について広範な研究の推進と成果の発信が重要である。 

また、幅広い社会展開につなげるためには、個々のソリューションツールとして開発す

るのではなく、オープンなネットワークを形成し、それを安定的、発展的に構築、運用す

ることができるアーキテクチャで開発し、世界競争の中でアーキテクチャを保持しつつ新

たな機能をダイナミックに進展させるとともに、開発途上国も含めた海外への展開を視野

に入れたグローバルな共通プラットフォーム等、展開先の環境適合のための開発も重要に

なってくる。 

「要介護者・障害者の社会参加支援」への貢献のための取組みは、要介護者等の自立的

社会参加を促すだけでなく、介護のコスト低下にも期待されるだけでなく、すべての国民

にとって真にストレスフリーなユビキタス技術利活用のためのノウハウ蓄積につながるも

のである。一方、技術の多様な展開と、これを通した世界への貢献、産業化の促進を図る

ためには、日本の枠にとらわれない展開を指向する必要があり、省エネと信頼性を確保し

つつ、「幅広く適用可能なアーキテクチャの確立」が重要である。 
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「物流効率化」への貢献においては、既に、電子タグの効率的活用が進みつつあるが、

生産から廃棄、再利用までのループ形成に広げていくためには、各企業のシステムが共通

プラットフォームのコンセプトを欠いて形成されたことにより、トータルシステムの実現

に多くの制約が残されていることが大きな問題となっている。従って、電子タグアプリケ

ーションのプラットフォーム化とソフトウェアモジュールのオープン化といった幅広い社

会活用につなげるための一層の努力が必要である。また、このような個別システム間の接

続困難の問題を変化させる傾向として、SaaSのような新しいモデルも一般化してきており、

このような流れを活用したシステム構築を検討すべきである。 

このほか、「通信確保」の観点から、変動トラヒック制御等の伝送制御や情報フィルタリ

ングなどの技術導入が進んできている中で、ユビキタス技術開発に必要なネットワークの

オープン性確保のための研究や、「多様な端末によるネットワークの活用」のための、省エ

ネに配慮した、無線端末のモジュール化やコグニティブ化（マルチバンド・マルチチャネ

ル対応の最適無線資源割当て等）技術開発への取組みも重要である。 

 

３） デバイス領域  

 デバイス領域では、先進各国が機器の高機能化・高性能化だけでなく、IT による省エネ

化、IT 機器自体の省エネ化をねらって強力なプロジェクトの計画・実施を進めており、こ

れに対して、我が国が有してきた先導性の維持・拡大が一層重要になってきている。この

ためには、我が国が得意とするデジタル家電技術をもとに、ネットワーク化された情報機

器をトータルでの省エネ化技術開発をねらったプロジェクトつくりが必要である。また、

材料の多様化に対応するための分野融合体制とそのための研究開発環境や人材つくりが必

要であり、さらに、成果価値をより高めるためのオープンイノベーションの観点での施策

を進める必要がある。 

 このほか、特に昨今の経済危機の煽りも受け、我が国のデバイス技術を支えてきたシリ

コンデバイス産業の先行きも不透明になりつつあるところ、産業競争力支援の観点から国

として進めるべき研究開発の方向性をより明確にしていくことも重要である。 

 「環境に配慮した持続的イノベーション」への貢献に関しては、情報の爆発的増加に対

応するためにも、ITによる省エネ化に加えIT自体の省エネ化が喫緊の課題となっている。

このため、業界を挙げて幅広い活動に取り組むことが重要であり、また、技術開発として

は、個別機器からシステムソフトウェアまで一体化した開発により相乗効果を得、デバイ

スの高効率化を実現し、一部成果については 2025 年以前の実用化を目指すことが求められ

る。特に、ネットワークにおける取組みは重要で、低電圧半導体 LSI 技術等の高障壁な技

術開発や、ネットワーク・システムの基本構成を変えて全体的な省エネを達成するアプロ

ーチも必要である。 

「国際市場拡大・新市場創出」に向けては、先端微細加工プロセス技術の研究開発や半

導体アプリケーションに関する独創的アイデアの創出などにより、次世代半導体によるデ

バイスの高機能化等の要求に応えることが重要な課題である。このためには、更なる微細

化に向け材料や設計とのリンケージによる開発の推進等が重要である。また、独創的アイ

デア創出に向けては、大学やベンチャーのみでは高障壁な技術開発への支援についても重

要である。また、半導体微細化の技術的飽和に対する次のアプローチも継続的な国際競争

力の維持には不可欠で、3 次元半導体、メニーコア技術などの革新的技術開発等にも取り

組むべきである。 

「環境貢献による産業競争力向上」に向けた取組みも一層重要になっており、特に産業

競争力の維持拡大の観点から、我が国の強みでもある、ディスプレイの低消費電力化、不

揮発性メモリ等のスピントロニクスによる低消費電力化に加え、今後環境貢献面で重要な

要素となるパワーエレクトロニクスによるデバイス電源の高効率化等の取組みへの注力が
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求められる。また、特にスピントロニクス技術については、「革新的技術の創出による我が

国の科学技術力の強化」の観点からも重要性が高く、米国やフランス等の追随を許さない

ためにも、その基本となる材料開発や原理的理解などの分野において確固たる基礎を固め

た上で、幅広い応用に向けたシステム的開発へつなげていくことが必要である。 

 

４） セキュリティ領域 

近年ウィルス、スパイウェアに代表されるマルウェアの高度化が急速に進みつつある。

このような状況下にあって、セキュリティ領域に関しては、長期的視野に立ち、抜本的な

技術革新等の実現をめざし、より多くの研究成果を社会実装する施策を進める必要がある。

また、社会実装に向け、経済学、心理学、社会学といった実際に即した見地からの研究投

資も一層重要となる。 

 解決困難な「情報セキュリティ」問題については、ソフト開発プロセスの抜本的な見直

し、ＯＳやプログラム言語等の主要構成要素の再開発等がその一因になっており、この点

からの問題解決技術の開発は、高度情報通信ネットワーク社会の持続的発展への貢献だけ

でなく、新たなマーケット創出とわが国の国際競争力強化も期待できる。このためには、

長期的視野に立ち、良く設計された研究技術開発施策、いわゆる「グランドチャレンジ型」

施策を実施することが必要である。 

また、情報セキュリティ領域においても、国際標準化を手段として技術の国際展開を進

める動きが広がりつつあることから、国際競争力強化の観点からも、海外の標準化動向に

留意しつつ、国際標準化される情報セキュリティ技術において、わが国が主導権を持つこ

とように取り組むことが重要である。 

プライバシ保護に関しては、個人情報保護法施行以来、国民意識も着実に高まっており、

これに応えるための情報セキュリティ技術の高度化にも持続的に取り組む必要がある。 

また、政府の取り組みとしては、2006 年度より「第一次情報セキュリティ基本計画」に

基づいて多種多様な施策を実施しているところであり、これに応えるためにも、情報セキ

ュリティ対策の実施状況のベンチマークができる技術・手法の開発や不正アクセス行為、

特にボット（Bot）による攻撃や SPAM メールへの対応する技術開発が重要である。 

情報システムが有する脆弱性対策も一層重要になってきており、その自動化、簡単化、

システム化に向けて、攻撃手法の複雑化・高度化への対応、機密情報等の漏出被害を最小

限化のための技術・方法の確立や漏えい被害を抑止・予防するための情報来歴の管理技術

の確立、ボットネットによるサイバー攻撃に対処するための総合的な枠組みの構築、経路

ハイジャック等のネットワーク基盤における攻撃を検知・回復・予防する技術の確立など

も重要である。 

このほか、情報セキュリティのための様々な個別技術の開発、対策手法の確立に加え、

その成果のシステムや社会基盤等への適用とこれを適切に運用するための高度な専門知識

を有する人材の育成など、技術以外の対応と併行して、継続的かつ機動的に取り組む必要

がある。 

 

５） ソフトウェア領域  

ソフトウェア領域は、産業・学術の多くの分野の国際競争力の要として非常に重要な技術

領域である一方、必ずしも国際競争力を確保できていない分野であり、また、国際分業化が

進む中でどのような立ち位置を確保すべきかを明確化し、長期戦略・視野を持ちつつ施策を

進める必要がある。 

「品質・機能向上による産業競争力向上」も一層重要な課題となってきており、このため、

我が国の得意とする組込みソフトウェアに関し、その開発手法確立に向け、信頼性向上技

術開発とそのデファクト化、ミドルウェア、フレームワーク、ツールなどの開発・標準化、
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等に取り組む必要がある。また、基幹系ソフトウェア開発の効率化も強く求められるよう

になってきており、欧米での開発動向や、オープンソフトウェア開発といった新たな開発

スタイルの動きなどを踏まえ、ソフトウェアの共有化、部品化、相互利用性のためのデー

タ形式の標準化、ライフサイクルマネージメント手法の確立、等の取組みが重要になって

きている。そのほか、技術開発以外にも、流通ソフトウェアの機能保証や品質保証を実現

する枠組の構築や産学の人的交流の促進、海外研究機関との連携スキームの構築などを一

層強化していく必要がある。 

また、この領域は、特に「産業人材育成」が大きな課題となっており、必要なソフトウェ

ア技術者の育成に向け、人材育成システムの構築と、そのために必要な産学連携による先

導的 IT 人材育成の教育カリキュラムの整備と普及展開、必要な人材像、有すべき能力に関

し産学での認識の共有、産学教育連携のポジティブなフィードバックループの促進、ソフ

トウェア産業従事者が評価される環境整備などについて「産学人材育成パートナーシップ」

での取組み強化に留意すべきである。 

また、ソフトウェア分野の技術力強化の観点から、「先端研究施設の有効活用」を促すこ

とも重要であり、そのため、ストレージとスパコンを連携した先端研究施設の構築ととも

に、計算サービスの連続性やライブラリの蓄積、検索・再利用プラットフォーム／コミュ

ニティの作成などの環境整備にも留意して進めることが重要である。 

様々なシステム開発等におけるソフトウェア比重の拡大も大きな動きであり、このため、

「機器・システムの信頼性」確保に向けて、実証的ソフトウェア工学など特にこの分野で先

進的な欧米を中心とする新しいアプローチにも注意を払っていく必要がある。 

また、社会全体の情報システム化、ネットワーク化の進展に伴って、情報システム間の

相互運用性を確保することが一層重要となっている。そのため、独自の技術によらない、

国際規格・日本工業規格等のオープンな標準を推進するために、その評価に関する基準づ

くり及び適合性評価の仕組みが求められる。 

 

６） ヒューマンインターフェース（HI）及びコンテンツ領域 

ＨＩ及びコンテンツ領域技術は、リアル・バーチャル/時間・空間の制約を越えた活動を

可能にし、国民のライフスタイル、ワークスタイルをも変え、創造社会、創造産業へ大き

く貢献する技術であり、わが国の産業競争力を強化だけでなく、高齢化の進む社会におい

て「心の豊かな文化」の創造、「環境に配慮したライフスタイル」への変化を促す観点から、

近年特に大きな期待が寄せられてきている。 

また、その中核となる「超臨場メディア・コンテンツ」利活用の実現に向けて、爆発的

に増大かつ多様化する情報コンテンツを、如何に信頼のおける使いやすいものとするため

の技術の実現と、その実質的な価値を創造するために必要な先端技術とデザインの双方を

実践できる人材育成も急務となっている。 

「情報の質の向上およびメディア科学・芸術・文化等の創造」に関しては、情報格差、

人間性の喪失等、これまでの技術主導できた情報化による様々な社会問題の解決手段とし

て、バーチャルリアリティ等の全く新しい超臨場メディアを活用して、広く国民に受け入

れられ、ライフスタイル・ワークスタイルを変えるような波及効果をもたらす超臨場メデ

ィア・コンテンツ技術の確立が望まれ、欧米での研究機関が連携して取組んできていると

ころであり、我が国においても、五感コミュニケーション、バーチャルリアリティ等の超

臨場メディアを実現するための連携研究体制を一層強化し、本分野の研究者に加えて、認

知科学者・心理学者・クリエータなど多様な分野のエキスパートが連携して、定量的な評

価尺度も含めた研究を進めることが重要である。また、先端技術とデザインの双方を実践

できる人材育成に向けて、特に若年層の創造性や表現力を強く触発するような教育の強化

も求められる。さらに、超臨場メディア・コンテンツ技術可能性を国民に分かりやすく提
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示し体験可能なものとして提示する“デジタルミュージアム”への展開も望まれる。 

産業の側面から超臨場メディア・コンテンツ技術による「情報流通の円滑化」への貢献

も大きく期待されてきている。今後、情報流通産業における国際競争力強化のためには、

メディア・コンテンツ技術の一層の飛躍が不可欠であり、そのためには既存の産業をベー

スに考えるのでなく、例えば、五感コミュニケーションやデジタルミュージアムのように

全く新しい技術領域において突出したピークを打ち立てることが求められる。また、時空

間を制御して新しい形の情報創生・利活用・体験を可能とする技術の開発と、全ての人に

容易な情報利用を可能とする環境構築するためのデジタルアーカイブ技術の確立も急ぐ必

要があり、このためには、従来の延長ではない画期的な技術を核に総力を結集した取組み

により、信頼のおける適正な情報を必要な形で迅速かつ適切に抽出し、利活用できる環境

をつくるととともに、巨大かつ複雑なサイバー・スペースを見える化するためのインタフ

ェースの開発といった取組みが重要である。 

「情報新産業の創出」の観点からは、コンテンツ産業分野のみならず、これを支える五

感情報処理技術や大量情報収集・検索・解析技術といった画期的な技術が急務であり、特

に、ハードウェア面おいては、五感情報を表現するデバイスの実現が重要な要素である。

また、ゲームコンテンツ面での期待も高く、この分野の国際競争力をさらに躍進させる観

点から、３次元や五感といった超臨場メディアをプラットフォームとし、ユビキタス技術

やプライバシ保護技術等との連携によるコンテンツ産業への早期展開、拡大等が強く期待

される。 

 

７） ロボット領域 

ロボット領域は、米国での軍事産業や医療分野への取組みや産業化の動き、欧州での基

礎科学を含むロボティクスに関する大規模プロジェクトによる積極的推進、また、韓国の

省庁統合によるロボット研究への梃子入れに代表される昨今の諸外国での動きの著しい中

で、我が国の国際的優位性を確保するためには、より戦略的に取り組まねばならなくなっ

てきている。 

また、生活支援・サービス向上の観点で、国民からの期待も高まっている領域であり、

その実現に向けた研究を加速・強化するためには、RT（ロボット技術）製品の産業化やＲ

Ｔの導入による高度サービス産業展開を促進する仕組の構築といった産業化モデルの確立

や、民間の資金導入を容易にするための目利き組織や評価・実証・安全のためのフィール

ドテストベッド整備などの政策支援も重要である。 

RT 製品の産業化に向けては、基盤（共通）化とシステム統合化は不可欠であり、他の領

域とも連携して標準化活動を進めることが重要である。 

また、サービス産業におけるＲＴの活用促進に向けては、そのサービスの体系化（サー

ビスコンテンツの体系的構築）が重要である。 

さらに、特に国としては、医療・介護・福祉分野や製造業分野における生産性向上や省

エネなど、環境や少子高齢化など日本が抱える問題の解決に重点を置き、一般の人たちの

心を大切にする社会システムの中の普段のパートナーとして幅広く活用できるロボットの

実現を目指すべきである。このためには、人とロボットが共生する社会像（ビジョン）を

明示しつつ、利用者やサービス提供者と連携した開発の推進が重要である。 

 特に「高齢化社会に対応した介護サービスの充実」に資するためには、利用者サイドか

らの開発コンセプトの確立や広い意味での生活の質（ＱＯＬ）向上にフォーカスしたシス

テムとして、ロボットのみならずその環境の構造化を含む体系的な開発が不可欠である。 

「産業労働力の確保」の観点からは、職場環境の自動化にむけ、ユビキタスネットワー

クと連携した遠隔操作・監視・制御等による在宅労働（テレワーク）の拡大などの実現な

ども重要になってきている。また、ロボットに期待される労働力の質としては、近年のア
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ジア諸国の台頭から、我が国としては、より付加価値の高い産業労働力の充足を目的とし

た研究開発に傾注していく必要がある。 

我が国が将来の発展に向け新しい革新技術を創造し続けるために、「進化・上達、行動・

認知などの生物、社会メカニズムの解明」への貢献に対する期待も大きく、人間の行動原

理の技術的再現を重要な規範として進められてきたＲＴ研究等についても一層強化してい

く必要がある。このためには、人とロボットとの共生（および関わり合い）というこれま

でになかった状況（および新たな科学的方法論）によって生まれてくる課題を総合的に科

学する「ロボティック・サイエンス」の確立や、人間と生命に関する多面的、統合的、シ

ステム的な理解を構築する学問の確立を目指すことにより、斬新な研究課題を発見し提起

していくといった、長期的展望に立った基本的研究との重層的取組みが重要である。 

 

８） 研究開発基盤領域 

研究開発基盤領域としては、国際的に激化しているスーパーコンピュータ開発利用に関

する競争と、これを活用して科学技術開発を牽引する高度な情報技術者の確保が急務であ

る。 特に人材に関しては、産業界の多様な要望に沿ってスーパーコンピュータを活用で

きる人材が必要であり、長期的視点に立って振興する制度設計が必要である。また、膨大

な資金を投入して開発される次世代スーパーコンピュータの有効性を確実なものとするだ

けでなく、国民にもそれが見えるようにしていくことが重要である。 

 次世代スーパーコンピュータを「学術情報基盤として整備」し、学術研究はもとより産

業や安全・安心な社会の実現に幅広く貢献するためには、コンピュータシステムの開発に

加えて、超並列をうまく使いこなすためのコンパイラ・チューニングツール等の技術や、

各種のシミュレーション技術（新しいシミュレーションモデルの構築、数値計算の新しい

アルゴリズムの創出など）、具体的な応用技術の研究開発が不可欠であるが、これらについ

ては未だ十分とはいえない。また、全国的な計算資源との融合による利活用をシームレス

に実現するためのグリッド技術の開発や、SINET3 等を用いた全国からの利用を容易化する

こと等が必要である。 

また、次世代スーパーコンピュータを「国際市場拡大・新市場創出」につなげるために

は、高機能、高性能、高付加価値な製品の開発につなげることが重要である。また、ナノ

テクノロジー、ライフサイエンスを始めとして、ものづくり、環境・災害予測などあらゆ

る分野において、シミュレーション分析・予測の精度向上が勝敗の鍵となっており、イノ

ベーションを具現化するための科学技術の研究開発基盤として、世界最高水準のスーパー

コンピュータを実現する必要がある。また、その一方で、「環境貢献による産業競争力向上」、

「国際市場拡大・新市場創出」といった視点からも、スーパーコンピュータ技術の産業化

に向け、低消費電力プロセッサ技術等の省エネ化の実現と情報家電市場への展開などを検

討する必要がある。 

「情報新産業の創出」に関しては、情報資源の多様化と爆発的拡大に対し、それを有効

に活用する方策の確立が求められる。スーパーコンピュータを活用した膨大な情報資源活

用のるための情報検索、分析技術等は、社会問題等の背景の把握・分析や、企業による市

場調査を実施する上で今後一層重要になる課題で、その研究開発の推進が望まれる。 

「災害対策」 や「大規模シミュレーションによる環境・エネルギー問題等への貢献」に

関しても、より精度の高い予測や対策手法の開発のためには、世界最高水準のスーパーコ

ンピュータは欠かせない。また、それと併行して、それぞれの課題に対応するためのスー

パーコンピュータ活用のための具体的な対策研究の計画を各担当省庁においても進めるこ

とが肝要である。また、国民の支持を得た研究開発を促進するためにも、防災、環境問題、

疾病対策等といった国民生活に直結した分野での活用について、その有効性を広く国民に

伝える努力を行うことも重要である。 
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③留意事項 

１）イノベーション推進にむけた研究開発と社会システム改革促進 

 少子高齢化問題、地球温暖化問題、さらには未曾有の世界同時不況問題と、重要な政策

課題が山積する中、科学技術には、以前にも増して、それら課題を克服するイノベーショ

ンの重要な切り札として研究開発の強化が求められる。加えて、イノベーションを現実た

らしめるには、新技術の研究開発以上に社会システム（制度）面での対応が求められる場

合が多くある。このため、研究開発成果をイノベーションにつなげるためには、省庁間だ

けでなく、各省庁内部においても、研究開発を進める部門と制度改革等を進める部門がさ

らに連携を密にし、一体的に取り組むことが求められる。 

 

２）エビデンスに基づくフォローアップの充実 

 分野別推進戦略のフォローアップにあたり、重要な研究開発課題及び戦略重点科学技術

については、毎年、関係施策ごとに俯瞰図及び工程表に具体的目標をまとめ、これらに基

づいてフォローアップを行ってきている。また、領域毎の推進方策についても、それぞれ

の領域で産学の専門家を結集し、内外の動向等エビデンスに基づく議論の上フォローアッ

プを行った。一方、研究予算、研究評価、人材確保、国際対応等、分野共通「推進方策」

については、十分にエビデンスに基づいた議論ができていない。分野別推進戦略をより具

体的成果につなげるためには、今後 今期後半、さらに第４期に向けて、エビデンスに基

づく議論を深めることによりフォローアップを充実させていくことが必要である。 

 

３）イノベーション推進の観点からのフォローアップの在り方の見直し 

本節（２）（ア）①「縦割的フォローアップの見直し」にも記述したように、縦割的なフ

ォローアップでは、イノベーション推進の視点からの評価が不十分である。このため、次

期計画策定に向けて、従来のような全ての技術課題を網羅的に見ていくだけでなく、例え

ば、イノベーションにつながる重要な総合政策的課題を選び、技術連携したイノベーショ

ン成果の可視化指標を定めて取り組む等、フォローアップの在り方についての見直しにつ

て検討していくことが求められる。 

 

４）ＩＴ人材確保につながる産業の質の変化 

 ＩＴ産業は、ソフトウェアやコンテンツといった部門を中心に労働集約的側面があり、

このため、失業対策産業的にとらえて極めて短期間で簡単なスキルだけを修得させる取組

みなどもあって、これがＩＴ産業全般に関してネガティブなイメージが形作られている面

がある。その一方で、情報通信技術は全ての産業の要であり、米国でのＩＴ戦略を見るま

でもなく、我が国の国際競争力確保の観点からは、決しておろそかにできない主要産業と

位置付けられるようにしていかなくてはならない。 

これに関しては基本的には産業構造の問題ではあろうが、我が国のＩＴ産業における国際

競争力強化の観点から、ＩＴ産業が基本的に優秀な人材に資本投下して研究開発を進める

資本集約産業がその中核となるよう、産業の質の変革についても今後議論が深められてい

くことが期待される。 
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